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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル系ポリマー（ａ）をベースポリマーとして含み、粘着面を構成する粘着剤層（
Ａ）と、
　前記粘着剤層（Ａ）を支持する粘弾性体層（Ｂ）と、を備える粘着シートであって、
　前記アクリル系ポリマー（ａ）は、
　　水酸基含有モノマー及びカルボキシル基含有モノマーからなる群から選択される何れ
か１種以上の酸性基含有モノマーに由来する構成単位と、
　　含窒素複素環含有ビニル系モノマー及びアミド基含有モノマーからなる群から選択さ
れる何れか１種以上の塩基性基含有モノマー（水酸基含有モノマー及びカルボキシル基含
有モノマーを除く）に由来する構成単位と、を含み、
　前記粘弾性体層（Ｂ）の厚みが、２００μｍ以上であって、
　前記アクリル系ポリマー（ａ）は、
　　前記酸性基含有モノマーに由来する構成単位を４質量％以上１５質量％以下で、且つ
、前記カルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位を３．８質量％以上含み、
　　前記塩基性基含有モノマーに由来する構成単位を１５質量％以上４０質量％以下含む
、粘着シート。
【請求項２】
　前記アクリル系ポリマー（ａ）は、炭素数が１～２０の直鎖又は分岐鎖状のアルキル基
を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成単位を５０質量％以上含む
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請求項１に記載の粘着シート。
【請求項３】
　前記アクリル系ポリマー（ａ）は、水酸基含有モノマーに由来する構成単位を２質量％
以上含み、かつ複素環含有ビニル系モノマーに由来する構成単位を１０質量％以上含む請
求項１または２に記載の粘着シート。
【請求項４】
　前記アクリル系ポリマー（ａ）は、重合性の官能基を２個以上有する多官能性モノマー
に由来する構成単位を含む請求項１～３の何れか一項に記載の粘着シート。
【請求項５】
　前記粘弾性体層（Ｂ）が、中空粒子を含む請求項１～４の何れか一項に記載の粘着シー
ト。
【請求項６】
　前記粘弾性体層（Ｂ）が、気泡を含む請求項１～５の何れか一項に記載の粘着シート。
【請求項７】
　前記粘弾性体層（Ｂ）が、アクリル系ポリマー（ｂ）をベースポリマーとして含む請求
項１～６の何れか一項に記載の粘着シート。
【請求項８】
　前記アクリル系ポリマー（ｂ）は、炭素数が１～２０の直鎖又は分岐鎖状のアルキル基
を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成単位を５０質量％以上含み
、かつカルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位を５質量％以上含む請求項７に記
載の粘着シート。
【請求項９】
　前記粘弾性体層（Ｂ）の表裏両面に、前記粘着剤層（Ａ）を備えて構成される請求項１
～８の何れか一項に記載の粘着シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　粘着シートは、各種部材を固定するための簡便で信頼性の高い手段として、産業上、広
く利用されている。粘着シートは、常温で粘弾性を示す粘着剤を用いて作製されるもので
あり、その粘着面を被着体に圧着することによって各種部材の固定が行われる。近年は、
柔軟性や耐候性に優れ、かつ強力な粘着力を有する粘着シートが開発され、このような粘
着シートが、家電製品、自動車の内外装部品、建築資材の固定に利用されている。このよ
うな粘着シートとして、例えば下記文献に記載のものが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２０１２－５１９７５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　粘着シートの用途が多様化する中、広範な被着体に対して高い粘着力を発揮し得るよう
な粘着シートが求められている。例えば、金属のような高極性の被着体のみならず、樹脂
等の低極性の被着体に対しても、高い粘着力を示す粘着シートが求められている。しかし
ながら、このような粘着シートは未だ提供されていないのが実情であった。
【０００５】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を解決することを課題とする
。即ち、本発明は、極性の異なる様々な被着体に対して、高い粘着力を有する粘着シート
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を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、前記目的を達成すべく鋭意検討を行った結果、アクリル系ポリマー（ａ）
をベースポリマーとして含み、粘着面を構成する粘着剤層（Ａ）と、前記粘着剤層（Ａ）
を支持する粘弾性体層（Ｂ）とを備える粘着シートであって、水酸基含有モノマー及びカ
ルボキシル基含有モノマーからなる群から選択される何れか１種以上の酸性基含有モノマ
ーに由来する構成単位と、複素環含有ビニル系モノマー及びアミド基含有モノマーからな
る群から選択される何れか１種以上の塩基性基含有モノマーに由来する構成単位とを含み
、前記粘弾性体層（Ｂ）の厚みが２００μｍ以上である粘着シートが、極性の異なる広範
な被着体に対して高い粘着力を有することを見出し、本発明の完成に至った。
【０００７】
　前記粘着シートにおいて、前記アクリル系ポリマー（ａ）は、炭素数が１～２０の直鎖
又は分岐鎖状のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成
単位を５０質量％以上含んでもよい。
【０００８】
　前記粘着シートにおいて、前記アクリル系ポリマー（ａ）は、水酸基含有モノマーに由
来する構成単位を２質量％以上含み、かつ複素環含有ビニル系モノマーに由来する構成単
位を１０質量％以上含むことが好ましい。
【０００９】
　前記粘着シートにおいて、前記アクリル系ポリマー（ａ）は、重合性の官能基を２個以
上有する多官能性モノマーに由来する構成単位を含んでもよい。
【００１０】
　前記粘着シートにおいて、前記アクリル系ポリマー（ａ）は、カルボキシル基含有モノ
マーに由来する構成単位を０．１質量％以上含んでもよい。
【００１１】
　前記粘着シートにおいて、前記粘弾性体層（Ｂ）は、中空粒子を含んでもよい。
【００１２】
　前記粘着シートにおいて、前記粘弾性体層（Ｂ）は、気泡を含んでもよい。
【００１３】
　前記粘着シートにおいて、前記粘弾性体層（Ｂ）は、アクリル系ポリマー（ｂ）をベー
スポリマーとして含んでもよい。
【００１４】
　前記粘着シートにおいて、前記アクリル系ポリマー（ｂ）は、炭素数が１～２０の直鎖
又は分岐鎖状のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成
単位を５０質量％以上含み、かつカルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位を５質
量％以上含んでもよい。
【００１５】
　前記粘着シートは、前記粘弾性体層（Ｂ）の表裏両面に、前記粘着剤層（Ａ）を備えて
構成されるものであってもよい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、極性の異なる広範な被着体に対して、高い粘着力を有する粘着シート
を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】一実施形態に係る粘着シートの概略断面図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本実施形態に係る粘着シートは、粘着面を構成する粘着剤層（Ａ）と、前記粘着剤層（
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Ａ）を支持する粘弾性体層（Ｂ）とを備えるものからなる。
【００１９】
　なお、一般的に「粘着シート」は、「粘着テープ」、「粘着フィルム」等と異なった名
称で呼ばれることもあるが、本明細書では、表現を「粘着シート」に統一する。また、本
明細書では、粘着シートにおいて被着体と接する表面を「粘着面」と称する。
【００２０】
〔粘着剤層（Ａ）〕
　粘着剤層（Ａ）は、極性が高い被着体から極性が低い被着体に至るまで、様々な極性の
被着体に対して高い粘着力を発揮する粘着面を形成し得るように設計した粘着層である。
【００２１】
　本明細書において「極性が高い被着体」、又は「極性が低い被着体」とは、具体的には
「表面エネルギーが高い被着体」、又は「表面エネルギーが低い被着体」を意味する。各
被着体の表面エネルギーは、その素材の成分や化学組成に固有の値であり、被着体の「濡
れ性」を左右する重要な物性値であることから、接着性の目安として用いられている。一
般に、表面エネルギーの値が大きい（極性が大きい）ものは接着性が良く、この値が小さ
い（極性が小さい）ものは接着性が悪いことが知られている。
【００２２】
　表面エネルギーは、各被着体表面における液滴の接触角測定等によって求めることがで
きる。代表的な素材の表面エネルギーとして、例えば、以下の値を目安とすることができ
る。
【００２３】
　ステンレス鋼（ＳＵＳ）：７００～１１００×１０－３Ｎ／ｍ、ポリカーボネート（Ｐ
Ｃ）：４２×１０－３Ｎ／ｍ、アクリロニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）：４２×
１０－３Ｎ／ｍ、ポリスチレン（ＰＳｔ）：３６×１０－３Ｎ／ｍ。
【００２４】
　なお、本明細書では、表面エネルギーが２００×１０－３Ｎ／ｍ以上であるＳＵＳ等の
素材からなる被着体を「極性が高い被着体」、表面エネルギーが１００×１０－３Ｎ／ｍ
以下であるＰＣ、ＡＢＳ、およびＰＳｔ等の素材からなる被着体を「極性が低い被着体」
として取り扱う。
【００２５】
　粘着剤層（Ａ）は、具体的には、アクリル系ポリマー（ａ）をベースポリマーとするも
のであり、アクリル系ポリマー（ａ）は、水酸基含有モノマー及びカルボキシル基含有モ
ノマーからなる群から選択される何れか１種以上の酸性基含有モノマーに由来する構成単
位と、複素環含有ビニル系モノマー及びアミド基含有モノマーからなる群から選択される
何れか１種以上の塩基性基含有モノマーに由来する構成単位とを含むものからなる。
【００２６】
　粘着剤層（Ａ）（１００質量％）中におけるアクリル系ポリマー（ａ）の含有率（質量
％）は、５０質量％以上が好ましく、６０質量％以上がより好ましく、７５質量％以上が
更に好ましい。また、前記含有率（質量％）の上限については、特に限定されないが、例
えば、９９．９質量％以下が好ましく、９９．８質量％以下がより好ましく、９９．５質
量％以下が更に好ましい。
【００２７】
（アクリル系ポリマー（ａ））
　アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％）は、水酸基含有モノマー及びカルボキシル
基含有モノマーからなる群から選択される何れか１種以上の酸性基含有モノマーに由来す
る構成単位と、複素環含有ビニル系モノマー及びアミド基含有モノマーからなる群から選
択される何れか１種以上の塩基性基含有モノマーに由来する構成単位とを含むものからな
る。
【００２８】
　（酸性基含有モノマー）
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　酸性基含有モノマーとしては、下記のような、水酸基含有モノマー及びカルボキシル基
含有モノマーからなる群から１種以上を選択して用いることができる。下記のものは、１
種を単独で、または２種以上を組み合わせて、用いることができる。酸性基含有モノマー
としては、水酸基含有モノマーを含むことが好ましく、水酸基含有モノマー及びカルボキ
シル基含有モノマーについて、それぞれ選択される１種以上ものものを併用することがよ
り好ましい。
【００２９】
　酸性基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％
）に対して、２質量％以上含まれていることが好ましく、４質量％以上含まれていること
がより好ましい。また、酸性基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー
（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは１５質量％以下含まれ、より好ましくは１
０質量％以下含まれてもよい。
【００３０】
（水酸基含有モノマー）
　水酸基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％
）に対して、好ましくは３質量％以上含まれてもよい。また、水酸基含有モノマーに由来
する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは５質
量％以下含まれ、より好ましくは４質量％以下含まれてもよい。
【００３１】
　水酸基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（
メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、
（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、ビニルアルコール、アリルアルコール等が
挙げられる。これらは単独で、又は２種以上組み合わせて用いられてもよい。これらの中
でも、２－ヒドロキシエチルアクリレート（ＨＥＡ）が好ましい。
【００３２】
　なお、本明細書において、「（メタ）アクリル」とは、「アクリル」及び／又は「メタ
クリル」（「アクリル」及び「メタクリル」のうち、何れか一方又は両方）を表すものと
する。
【００３３】
（カルボキシル基含有モノマー）
　カルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１０
０質量％）に対して、０．１質量以上含まれることが好ましく、より好ましくは０．５質
量％以上（例えば１質量％以上）含まれてもよい。また、カルボキシル基含有モノマーに
由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは
１０質量％以下含まれ、より好ましくは９質量％以下含まれ、更に好ましくは８質量％以
下含まれてもよい。
【００３４】
　カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、マ
レイン酸、フマル酸、クロトン酸、イソクロトン酸、これらの酸無水物（例えば、無水マ
レイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物含有モノマー）等が挙げられる。これらは単独で
、又は２種以上組み合わせて用いられてもよい。これらの中でも、アクリル酸（ＡＡ）が
好ましい。
【００３５】
　酸性基含有モノマーとして、水酸基含有モノマーカルボキシル基含有モノマー及び水酸
基含有モノマーのそれぞれから１種以上選択されるものを併用する場合には、各モノマー
に由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、何れも０
．５質量％含まれていることが好ましく、何れも１質量％以上であることがより好ましい
。例えば、２－ヒドロキシエチルアクリレート及びアクリル酸を併用する場合には、これ
らが何れも１質量％以上であることが好ましい。より好ましくは、例えば、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート及びアクリル酸を、それぞれ３質量％以上及び１質量％以上とする
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ことができる。
【００３６】
（塩基性基含有モノマー）
　塩基性基含有モノマーとしては、下記のような、複素環含有モノマー及びアミド基含有
モノマーからなる群から１種以上を選択することができる。塩基性基含有モノマーとして
は、複素環含有モノマーを含むことが好ましい。
【００３７】
　塩基性基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量
％）に対して、１０質量％以上含まれていることが好ましく、１５質量％以上含まれてい
ることがより好ましい。また、塩基性基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系
ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは４０質量％以下含まれ、より好ま
しくは３０質量％以下含まれてもよい。
【００３８】
（複素環含有ビニル系モノマー）
　複素環含有ビニル系モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１０
０質量％）に対して、好ましくは１２質量％以上含まれ、より好ましくは１５質量％以上
含まれてもよい。また、複素環含有ビニル系モノマーに由来する構成単位は、アクリル系
ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは３０質量％以下含まれ、より好ま
しくは２５質量％以下含まれ、更に好ましくは２０質量％以下含まれてもよい。
【００３９】
　複素環含有ビニル系モノマーとしては、例えば、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、（メタ
）アクリロイルモルホリン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニル
ピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上組み
合わせて用いられてもよい。これらの中でも、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン（ＮＶＰ）が
好ましい。
【００４０】
（アミド基含有モノマー）
　アミド基含有モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量
％）に対して、好ましくは０．１質量％以上含まれ、より好ましくは０．５質量％以上含
まれてもよい。また、アミド基含有ビニル系モノマーに由来する構成単位は、アクリル系
ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは３０質量％以下含まれ、より好ま
しくは２５質量％以下含まれ、更に好ましくは２０質量％以下含まれてもよい。
【００４１】
　アミド基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチルロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチ
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上組み合
わせて用いられてもよい。
【００４２】
　なお、アクリル系ポリマー（ａ）は、上記の中でも、水酸基含有モノマーに由来する構
成単位を２質量％以上含み、かつ複素環含有ビニル系モノマーに由来する構成単位を１０
質量％以上含むことが好ましい。粘着剤層（Ａ）を、このような構成のアクリル系ポリマ
ー（ａ）を含むものとすれば、極性の異なる広範な被着体に対して、高い粘着力を発揮す
る粘着面を得ることが容易となる。
【００４３】
（（メタ）アクリル酸アルキルエステル）
　アクリル系ポリマー（ａ）は、炭素数が１～２０の直鎖又は分岐鎖状のアルキル基を有
する（メタ）アクリル酸アルキルエステル（単に、「（メタ）アクリル酸アルキルエステ
ル」と称する場合がある）に由来する構成単位を５０質量％以上含むことが好ましい。
【００４４】
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　（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（ａ
）（１００質量％）に対して、より好ましくは６０質量％以上含まれ、更に好ましくは７
０質量％以上含まれてもよい。また、（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構
成単位は、アクリル系ポリマー（ａ）（１００質量％）に対して、好ましくは８５質量％
以下含まれ、より好ましくは８０質量％以下含まれてもよい。
【００４５】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、
（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロ
ピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリ
ル酸ｓ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ
）アクリル酸イソペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル
、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アク
リル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（メタ）アクリル酸イソノニル、（メ
タ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル、（メタ）アクリル酸ウンデシル
、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸トリデシル、（メタ）アクリル酸テ
トラデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、（メタ）アクリル酸ヘキサデシル、（メ
タ）アクリル酸ヘプタデシル、（メタ）アクリル酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸ノ
ナデシル、（メタ）アクリル酸エイコシル等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以
上組み合わせて用いられてもよい。
【００４６】
　なお、（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、炭素数が１～１４のアルキル基
を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルが好ましく、炭素数が１～８のアルキル基
を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルがより好ましく、ｎ－ブチルアクリレート
（ＢＡ）、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）等が更に好ましい。
【００４７】
（多官能性モノマー）
　アクリル系ポリマー（ａ）は、不飽和二重結合を含む重合性の官能基を２個以上有する
多官能性モノマー（多官能性モノマーと称する場合がある）に由来する構成単位を含んで
もよい。アクリル系ポリマー（ａ）中に、多官能性モノマーに由来する構成単位が含まれ
ていると、アクリル系ポリマー（ａ）が、架橋型のアクリル系ポリマーを含むことになり
、粘着剤層（Ａ）の凝集性や粘着力等が向上する。
【００４８】
　多官能性モノマーに由来する構成単位は、アクリル系ポリマー（１００質量％）に対し
て、好ましくは０．０１質量％以上含まれ、より好ましくは０．０２質量％以上含まれ、
更に好ましくは０．０５質量％以上含まれてもよい。また、多官能性モノマーに由来する
構成単位は、アクリル系ポリマー（１００質量％）に対して、好ましくは０．５質量％以
下含まれ、より好ましくは０．３質量％以下含まれてもよい。
【００４９】
　多官能性モノマーとしては、例えば、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ブタ
ンジオールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレー
ト、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート
、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メ
タ）アクリレート、アリル（メタ）アクリレート、ビニル（メタ）アクリレート、ジビニ
ルベンゼン、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート
等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上組み合わせて用いられてもよい。なお、
多官能性モノマーとしては、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）等の
多官能（メタ）アクリレートが好ましい。
【００５０】
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（その他のモノマー）
　アクリル系ポリマー（ａ）は、本発明の目的を損なわない限り、上述したモノマー以外
の他のモノマーを構成単位として含んでもよい。このようなモノマーとしては、例えば、
（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチ
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド等のアミド基
含有モノマー；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノエ
チル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルアミノエチル等のアミノ基含有モノマー；（メタ）
アクリル酸グリシジル、（メタ）アクリル酸メチルグリシジル等のエポキシ基含有モノマ
ー；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシアノ基含有モノマー；ビニルスルホン
酸ナトリウム等のスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイルフォス
フェート等のリン酸基含有モノマー；シクロヘキシルマレイミド、イソプロピルマレイミ
ド等のイミド基含有モノマー；２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネート等のイソ
シアネート基含有モノマー；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類；ス
チレン、ビニルトルエン等の芳香族ビニル化合物；エチレン、ブタジエン、イソプレン、
イソブチレン等のオレフィン又はジエン類；ビニルアルキルエーテル等のビニルエーテル
類；塩化ビニル等が挙げられる。これらは、単独で、又は２種以上組み合わせて用いられ
てもよい。
【００５１】
（アクリル系ポリマー（ａ）の重合方法）
　アクリル系ポリマー（ａ）は、公知あるいは慣用の重合方法を用いて調製することがで
きる。重合方法としては、例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊状重合法、光重合法等が
挙げられる。なかでも、アクリル系ポリマー（ａ）の調製に際して、熱重合開始剤や光重
合開始剤等の重合開始剤を用いた熱や活性エネルギー線（例えば、紫外線）による硬化反
応を利用することが好ましい。特に、重合時間の短縮等の利点を有することより、光重合
開始剤を用いた硬化反応を利用することが好ましい。これらの重合方法は、１種を単独で
または２種以上を適宜組み合わせて用いることができる。
【００５２】
　アクリル系ポリマー（ａ）の重合にあたっては、重合方法や重合態様等に応じて、公知
または慣用の重合開始剤を使用し得る。また、アクリル系ポリマー（ａ）の調製時に、重
合開始剤と共に、粘着剤層（Ａ）に含ませるその他の成分を配合してもよい。なお、アク
リル系ポリマー（ａ）の調製に利用される熱重合開始剤や光重合開始剤等の重合開始剤は
、単独で、又は２種以上を組み合せて用いてもよい。
【００５３】
　前記熱重合開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２
’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオン
酸）ジメチル、４，４’－アゾビス－４－シアノバレリアン酸、アゾビスイソバレロニト
リル、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２’－ア
ゾビス［２－（５－メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライ
ド、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２，２’－アゾビ
ス（Ｎ，Ｎ’－ジメチレンイソブチルアミジン）ジヒドロクロライド、２，２’－アゾビ
ス［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンアミジン］ハイドレート等の
アゾ系重合開始剤；例えば、ジベンゾイルペルオキシド、ｔ－ブチルペルマレエート、過
酸化ラウロイル等の過酸化物系重合開始剤；例えば、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウ
ム等の過硫酸塩；例えば、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイ
ド、過酸化水素等の過酸化物系開始剤；例えば、フェニル置換エタン等の置換エタン系開
始剤；例えば、過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムとの組み合わせ、過酸化物とアスコルビ
ン酸ナトリウムとの組み合わせ等のレドックス系重合開始剤等が挙げられる。熱重合開始
剤の使用量としては、特に制限されず、従来、熱重合開始剤として利用可能な範囲であれ
ばよい。なお、熱重合は、例えば２０～１００℃（典型的には４０～８０℃）程度の温度
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で好ましく実施され得る。
【００５４】
　前記光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインエーテル系光重合開始剤、アセトフェ
ノン系光重合開始剤、α－ケトール系光重合開始剤、芳香族スルホニルクロリド系光重合
開始剤、光活性オキシム系光重合開始剤、ベンゾイン系光重合開始剤、ベンジル系光重合
開始剤、ベンゾフェノン系光重合開始剤、ケタール系光重合開始剤、チオキサントン系光
重合開始剤、アシルフォスフィンオキサイド系光重合開始剤等が挙げられる。
【００５５】
　前記ベンゾインエーテル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル
、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソプロピルエ
ーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタ
ン－１－オン［ＢＡＳＦ社製、商品名：イルガキュア６５１］、アニソールメチルエーテ
ル等が挙げられる。前記アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、１－ヒドロキ
シシクロヘキシルフェニルケトン［ＢＡＳＦ社製、商品名：イルガキュア１８４］、４－
フェノキシジクロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェノン、１－［
４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロ
パン－１－オン［ＢＡＳＦ社製、商品名：イルガキュア２９５９］、２－ヒドロキシ－２
－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン［ＢＡＳＦ社製、商品名：ダロキュアー１
１７３］、メトキシアセトフェノン等が挙げられる。前記α－ケトール系光重合開始剤と
しては、例えば、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、１－［４－（２－ヒド
ロキシエチル）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン等が挙げ
られる。
【００５６】
　前記芳香族スルホニルクロリド系光重合開始剤としては、例えば、２－ナフタレンスル
ホニルクロライド等が挙げられる。前記光活性オキシム系光重合開始剤としては、例えば
、１－フェニル－１，１－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）－オキシム
等が挙げられる。前記ベンゾイン系光重合開始剤には、例えば、ベンゾイン等が含まれる
。前記ベンジル系光重合開始剤には、例えば、ベンジル等が含まれる。前記ベンゾフェノ
ン系光重合開始剤には、例えば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３’－ジメ
チル－４－メトキシベンゾフェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α－ヒドロキシシクロ
ヘキシルフェニルケトン等が含まれる。前記ケタール系光重合開始剤には、例えば、ベン
ジルジメチルケタール等が含まれる。前記チオキサントン系光重合開始剤には、例えば、
チオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２，４－ジメ
チルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン、
２，４－ジエチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジイソプロピ
ルチオキサントン、ドデシルチオキサントン等が含まれる。
【００５７】
　前記アシルフォスフィンオキサイド系光重合開始剤としては、例えば、ビス（２，６－
ジメトキシベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾ
イル）（２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメト
キシベンゾイル）－ｎ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイ
ル）－（２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキ
シベンゾイル）－（１－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６
－ジメトキシベンゾイル）－ｔ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシ
ベンゾイル）シクロヘキシルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル
）オクチルホスフィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（２－メチルプロパン
－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（１－メチルプロパ
ン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（２－メチ
ルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（
１－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジブトキシベンゾ
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イル）（２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４－ジメトキ
シベンゾイル）（２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）（２，４－ジペントキシフェニル）ホスフィンオキシド、ビ
ス（２，６－ジメトキシベンゾイル）ベンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメ
トキシベンゾイル）－２－フェニルプロピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメト
キシベンゾイル）－２－フェニルエチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシ
ベンゾイル）ベンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２
－フェニルプロピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２－
フェニルエチルホスフィンオキシド、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルブチルホス
フィンオキシド、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルオクチルホスフィンオキシド、
ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，５－ジイソプロピルフェニルホスフィ
ンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２－メチルフェニルホスフィ
ンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－４－メチルフェニルホスフィ
ンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，５－ジエチルフェニルホ
スフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，３，５，６－テト
ラメチルフェニルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２
，４－ジ－ｎ－ブトキシフェニルホスフィンオキシド、２，４，６－トリメチルベンゾイ
ルジフェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４
－トリメチルペンチルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）
イソブチルホスフィンオキシド、２，６－ジメチトキシベンゾイル－２，４，６－トリメ
チルベンゾイル－ｎ一ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾ
イル）フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，
４－ジブトキシフェニルホスフィンオキシド、１，１０－ビス［ビス（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）ホスフィンオキシド］デカン、トリ（２－メチルベンゾイル）ホスフ
ィンオキシド等が挙げられる。
【００５８】
　アクリル系ポリマー（ａ）の重合に用いられる開始剤は、特に限定されるものではない
が、重合時間を短くすることができる利点等から、光重合開始剤を用いることが好ましい
。例えば、前記光重合開始剤が配合されたモノマー組成物に、活性エネルギー線（例えば
、紫外線）を照射して、モノマーを重合させることによって、アクリル系ポリマー（ａ）
を生成することができる。
【００５９】
　光重合開始剤の使用量（下限値）は、光重合反応によってアクリル系ポリマー（ａ）を
形成することができれば、特に制限されないが、例えば、アクリル系ポリマー（ａ）を形
成するために利用される全モノマー成分１００質量部に対して、０．０１質量部以上が好
ましく、より好ましくは０．０３質量部以上、さらに好ましくは０．０５質量部以上であ
る。また、光重合開始剤の使用量（上限値）は、同じく５質量部以下であることが好まし
く、より好ましくは３質量部以下、さらに好ましくは２質量以下である。上記範囲とする
と、重合反応を十分に行うことができ、生成するポリマーの分子量の低下を抑制ができる
。その結果、形成される粘着剤層（Ａ）の凝集力が確保される。
【００６０】
　光重合開始剤の活性化に際しては、活性エネルギー線を、光重合開始剤が配合されたモ
ノマー組成物に照射することが重要である。このような活性エネルギー線としては、例え
ば、α線、β線、γ線、中性子線、電子線などの電離性放射線や、紫外線等が挙げられ、
特に、紫外線が好適である。また、活性エネルギー線の照射エネルギー、照射時間、照射
方法などは特に制限されず、光重合開始剤を活性化させて、モノマー成分の反応を生じさ
せることができればよい。
【００６１】
（その他の成分）
　粘着剤層（Ａ）は、アクリル系ポリマー（ａ）以外の成分として、充填材を含んでもよ
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い。充填材は、補強性、加工性、取扱性、接着性等の種々の性能を改善するため、必要に
応じて適宜、粘着剤層（Ａ）に配合されてもよい。
【００６２】
　充填材は、特に限定されるものではないが、例えば、銅、ニッケル、アルミニウム、ク
ロム、鉄、ステンレス等の金属；アルミナ、ジルコニア等の金属酸化物；炭化ケイ素、炭
化ホウ素、炭化窒素等の炭化物；窒化アルミニウム、窒化ケイ素、窒化ホウ素等の窒化物
；炭化カルシウム、炭酸カルシウム、水酸化アルミニウム、ガラス、シリカ等の無機材料
；ポリスチレン、アクリル樹脂（例えばポリメチルメタクリレート）、フェノール樹脂、
ベンゾグアナミン樹脂、尿素樹脂、シリコーン樹脂、ナイロン、ポリエステル、ポリウレ
タン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、ポリイミド、シリコーン、塩化ビニ
リデン等のポリマー等が挙げられる。あるいは、火山シラス、砂等の天然原料粒子を用い
てもよい。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００６３】
　充填材の外形や形状は、特に制限されるものではない。充填材の外形は、例えば、球状
、フレーク状、不定形状等であってもよい。また、充填材の構造は、例えば、緻密構造、
多孔質構造、中空構造等であり得る。充填材としては、中空粒子を使用することが好まし
い。
【００６４】
　前記中空粒子としては、例えば、無機系の中空粒子や、有機系の中空粒子が挙げられる
。具体的な無機系の中空粒子としては、例えば、中空ガラスバルーン等のガラス製の中空
バルーン、中空アルミナバルーン等の金属化合物製の中空バルーン、中空セラミックバル
ーン等の磁器製中空バルーン等が挙げられる。また、具体的な有機系の中空粒子としては
、例えば、中空アクリルバルーン、中空塩化ビニリデンバルーン等の樹脂製中空バルーン
等が挙げられる。前記中空粒子は、単独で、又は２種以上を組み合せて用いてもよい。
【００６５】
　中空粒子の中でも、活性エネルギー線（特に、紫外線）による重合効率や、重み等の観
点から、無機系の中空粒子が好ましく、特に中空ガラスバルーンが好ましい。中空粒子と
して、中空ガラスバルーンを用いれば、せん断力、保持力等の他の特性を損なうことなく
、粘着剤層の接着性能を向上させることができる。上市されている中空ガラスバルーンと
しては、例えば、例えば富士シリシア化学社製の商品名「ガラスマイクロバルーン」、「
フジバルーン　Ｈ－４０」、「フジバルーン　Ｈ－３５」、東海工業社製の商品名「セル
スターＺ－２０」、「セルスターＺ－２７」、「セルスターＣＺ－３１Ｔ」、「セルスタ
ーＺ－３６」、「セルスターＺ－３９」、「セルスターＺ－３９」、「セルスターＴ－３
６」、「セルスターＰＺ－６０００」、ファインバルーン社製の商品名「サイラックス・
ファインバルーン」、ポッターズ・バロッティーニ社製の商品名「Ｑ－ＣＥＬ（商標）５
０２０」、「Ｑ－ＣＥＬ（商標）７０１４」、商品名「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）１１
０Ｐ８」、「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）２５Ｐ４５」、「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）
３４Ｐ３０」、「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）６０Ｐ１８」、昭和化学工業社製の商品名
「スーパーバルーンＢＡ－１５」、「スーパーバルーン７３２Ｃ」等を用いることができ
る。なお、中空粒子の表面には、各種表面処理（例えば、シリコーン系化合物やフッ素系
化合物等による低表面張力化処理）が施されてもよい。
【００６６】
　充填材の平均粒子径（下限値）は、特に限定されないが、０．１μｍであることが好ま
しい。また、同平均粒子径（上限値）は、５００μｍ以下であることが好ましく、より好
ましくは２００μｍ以下、さらに好ましくは８０μｍ以下である。充填材の比重（真密度
）（下限値）は、特に限定されないが、０．１ｇ／ｃｍ３以上であることが好ましく、よ
り好ましくは０．１５ｇ／ｃｍ３である。また、同比重（上限値）は、５．０ｇ／ｃｍ３

以下であることが好ましく、より好ましくは３．０ｇ／ｃｍ３である。充填材（特に、中
空粒子）の比重がこのような範囲であると、粘着剤層（Ａ）を形成するための組成物（以
下、「粘着剤層形成用組成物」と称する）中に配合する際の浮き上がりが抑制され、前記
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粘着剤層形成用組成物中へ均一に分散され易くなり、好ましい。
【００６７】
　また、粘着剤層（Ａ）中に配合される中空粒子の使用量（上限値）は、例えば、粘着剤
層（Ａ）全体の２０質量％以下とすることが適当であり、１０質量％以下とすることが好
ましい。また、同使用量（下限値）は、例えば、１質量％以上とすることができる。
【００６８】
　また、粘着剤層（Ａ）は、本発明の目的を損なわない限り、着色剤（顔料、染料等）を
含んでもよい。着色剤は、光学特性（例えば、遮光性）や意匠性等を付与するため、必要
に応じて粘着剤層（Ａ）に配合し得る。
【００６９】
　着色剤としては、特に限定されないが、例えば、粘着剤層形成用組成物を光重合法によ
り硬化させて粘着剤層（Ａ）を形成する場合、該粘着剤層（Ａ）を着色させるために、光
重合を疎外しない程度の顔料（着色顔料）を着色剤として使用することができる。粘着剤
層（Ａ）に遮光性を付与する場合には、黒色顔料であるカーボンブラック（例えば、アセ
チレンブラック、ケッチェンブラック、ファーネスブラック、チャンネルブラック、サー
マルブラック）等を用いることができる。
【００７０】
　着色剤の使用量（上限値）は、着色の度合いや光重合反応性等を考慮して、例えば、粘
着剤層（Ａ）全体の１０質量％以下とすることが適当であり、５質量％以下とすることが
好ましい。また、同使用量（下限値）は、例えば、０．１質量％以上とすることができる
。
【００７１】
　また、粘着剤層（Ａ）は、本発明の目的を損なわない限り、熱膨張性微小球体、粘着付
与剤、架橋剤（例えば、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤、シリコーン系架橋
剤、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、シラン系架橋剤、アルキルエーテル化
メラミン系架橋剤、金属キレート系架橋剤）、架橋促進剤、シランカップリング剤、老化
防止剤、顔料、染料、紫外線吸収剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、可塑剤、軟化剤、帯電防
止剤、溶剤、ポリマー、粘着剤（例えば、ゴム系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着
剤、シリコーン系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、ポリアミド系粘着剤、ウレタン系粘着
剤、フッ素系粘着剤、エポキシ系粘着剤）等を含んでもよい。これらは、単独で、又は２
種以上を組み合わせて用いられてもよい。
【００７２】
　粘着剤層（Ａ）は、気泡を実質的に含有しない構造を備えることが好ましい。本明細書
において、「気泡を実質的に含有しない」とは、不可避的に混入する場合を除いて、気泡
を能動的に粘着剤層（Ａ）に形成していないことを意味する。このような粘着剤層（Ａ）
における気泡の含有量は、理想的にはゼロとなる。なお、実際の粘着剤層（Ａ）における
気泡の含有率は、粘着剤層（Ａ）の全体積（１００体積％）に対して、好ましくは３体積
％以下であり、より好ましくは１体積％以下である。
【００７３】
（粘着剤層（Ａ）の形成方法）
　本実施形態の粘着シートに利用される粘着剤層（Ａ）は、例えば、粘着剤層形成用組成
物を用いて形成される。粘着剤層形成用組成物は、上述した本発明の粘着剤層（Ａ）を形
成できるものであれば、特に制限はなく、目的に応じて、適宜選択することができる。前
記粘着剤層形成用組成物としては、作業性等の観点より、アクリル系ポリマー（ａ）を形
成するために利用される各モノマー成分からなるモノマー組成物と、前記モノマー成分を
重合させるための重合開始剤と、必要に応じて添加されるその他の成分との混合物を含む
、硬化型の粘着剤層形成用組成物を用いることが好ましい。特に、前記粘着剤層形成用組
成物としては、前記重合開始剤として光重合開始剤を用いる光硬化型の粘着剤層形成用組
成物が好ましい。前記硬化型の粘着剤層形成用組成物は、いわゆる無溶剤型の粘着剤層形
成用組成物であり、前記モノマー組成物に対して、前記重合開始剤等が混合されることに
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よって調製される。
【００７４】
　なお、前記モノマー組成物は、例えば、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、水酸基
含有モノマー、複素環含有ビニル系モノマー等の各モノマー成分の混合物からなる。前記
モノマー組成物は、モノマー成分の種類や組成比等によって異なるものの、通常は、液状
をなしている。そのため、前記モノマー組成物の粘度を高くして、作業性（取扱性）を向
上させること等を目的として、予め、前記モノマー組成物中に含まれているモノマー成分
を部分的に重合し、部分重合体を形成してもよい。これにより、典型的には、モノマー成
分の一部から形成された重合物と未反応のモノマーとが混在するシロップ状シロップ状（
粘性のある液状）の組成物を得ることができる（以下、かかる性状の部分重合物を「シロ
ップ状組成物」または単に「シロップ」と称することがある）。このシロップ状組成物に
、前記その他の成分を必要に応じて添加して、硬化型の粘着剤層形成用組成物を調製する
。なお、シロップ状組成物に含まれていた未反応のモノマー成分は、前記硬化型の粘着剤
層形成用組成物を硬化する際に、適宜、重合される。
【００７５】
　前記シロップ状組成物の形成には、公知あるいは慣用の重合方法を用いることができる
。例えば、アクリル系ポリマー（ａ）の項目において例示した、各種の重合開始剤（例え
ば、光重合開始剤）を利用して、前記モノマー組成物中のモノマー成分を適宜、重合して
もよい。なお、前記シロップ状組成物における部分重合体の重合率は、例えば、５～１５
質量％、好ましくは７～１０質量％に調節される。前記部分重合体の重合率は、例えば、
前記シロップ状組成物の粘度と前記部分重合体の重合率との相関関係を予め把握しておき
、その相関関係に基づいてシロップ状組成物の粘度を調節することによって、適宜、調節
できる。なお、前記部分重合体は、最終的に、アクリル系ポリマー（ａ）の一部として、
粘着剤層（Ａ）中に含まれることになる。
【００７６】
　アクリル系ポリマー（ａ）を形成するために利用されるモノマー成分として、多官能性
モノマーを用いる場合、多官能性モノマーは、前記部分重合体が形成される前の前記モノ
マー組成物に配合されてもよいし、前記部分重合体が形成された後の前記シロップ状の組
成物に配合されてもよい。ただし、架橋型のアクリル系ポリマー（ａ）を形成し、粘着剤
層（Ａ）の凝集性を確実に高める等の観点より、多官能性モノマーは、前記部分重合体が
形成された後の前記シロップ状の組成物に配合されることが好ましい。
【００７７】
　前記硬化型の粘着剤層形成用組成物は、調製後、後述する剥離ライナーや基材等の適当
な支持体上に層状に塗布される。その後、層状の前記粘着剤層形成用組成物に対して、硬
化工程が施される。また、必要に応じて硬化工程の前後に、乾燥工程が施される。前記粘
着剤層形成用組成物が重合開始剤として熱重合開始剤を含んでいる場合、前記粘着剤層形
成用組成物は、加熱によって重合反応が開始されて硬化される。これに対して、前記粘着
剤層形成用組成物が重合開始剤として光重合開始剤を含んでいる場合、前記粘着剤層形成
用組成物は、紫外線等の活性エネルギー線の照射によって重合反応が開始されて、硬化（
光硬化）される。活性エネルギー線の照射は、層状の粘着剤層形成用組成物の片面側から
行ってもよいし、両面側から行ってもよい。このようにして前記粘着剤層形成用組成物が
硬化されると、本実施形態の粘着シートに利用可能な、粘着剤層（Ａ）を備えた粘着剤層
シートが得られる。
【００７８】
　なお、活性エネルギー線による硬化（光硬化）を行う際、重合反応が空気中の酸素によ
って阻害されないように、公知あるいは慣用の酸素遮断方法（例えば、層状の前記粘着剤
層形成用組成物（粘着剤層（Ａ））上に、剥離ライナーや基材等の適当な支持体を貼り合
わせること、窒素雰囲気下で光硬化反応を行うこと）が適宜、施されてもよい。
【００７９】
　また、前記粘着剤層形成用組成物の塗布（塗工）には、公知あるいは慣用のコーティン
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グ法を用いることが可能であり、一般的なコーター（例えば、グラビアロールコーター、
リバースロールコーター、キスロールコーター、ディップロールコーター、バーコーター
、ナイフコーター、スプレーコーター、コンマコーター、ダイレクトコーター等）を用い
ることができる。
【００８０】
　また、粘着剤層（Ａ）は、本発明の目的を損なわない限り、上述した硬化型の粘着剤層
形成用組成物以外の粘着剤層形成用組成物（例えば、溶剤型の粘着剤層形成用組成物、エ
マルション型の粘着剤層形成用組成物）を利用して形成されてもよい。
【００８１】
（粘着剤層（Ａ）の厚み）
　本実施形態の粘着シートにおける粘着剤層（Ａ）の厚さ（上限値）は、通常は３００μ
ｍ以下であることが好ましい。本発明の粘着シートは、粘弾性体層（Ｂ）を含むことから
、粘着剤層（Ａ）の厚さが３００μｍ以下であっても、被着体表面の凹凸や段差を効果的
に吸収し、被着体表面に良好に密着することができ、高い剥離強度が実現され得る。かか
る観点から、粘着剤層（Ａ）の厚さは、３００μｍ以下であることが好ましく、より好ま
しくは２５０μｍ以下、さら好ましくは２２０μｍ以下である。また、粘着剤層（Ａ）の
厚さ（下限値）は特に限定されず、例えば１μｍ以上とすることができる。剥離強度等の
観点から、粘着剤層（Ａ）の厚さとしては、１０μｍ以上が適当である。本発明において
は、粘着剤層（Ａ）の厚さを５０μｍ以上とすることができ、さらに９０μｍ以上（例え
ば１００μｍ超）としてもよい。
【００８２】
〔粘弾性体層（Ｂ）〕
　粘弾性体層（Ｂ）は、２００μｍ以上の厚さを有し、粘着剤層（Ａ）を粘着面の背面か
ら支持し得るように設計した層である。粘弾性体層（Ｂ）は、粘着層であっても、非粘着
層であってもよい。特に限定するものではないが、本実施形態の粘着シートにおいては、
粘弾性体層（Ｂ）は粘着層であることが好ましい。
【００８３】
　ここで、「粘着層」とは、ＪＩＳ　Ｚ０２３７（２００４）に準じて、ＳＵＳ３０４ス
テンレス鋼板を被着体とし、２３℃の測定環境下において２ｋｇのローラを１往復させて
上記被着体に圧着してから３０分後に引張速度３００ｍｍ／分の条件で１８０°方向に剥
離した場合の剥離強度が０．１Ｎ／２０ｍｍ以上である層をいう。他方、「非粘着層」と
は、上記粘着層に該当しない層をいい、典型的には上記剥離強度が０．１Ｎ／２０ｍｍ未
満である層をいう。２３℃の測定環境下において２ｋｇのローラを１往復させてＳＵＳ３
０４ステンレス鋼板に圧着した場合に該ステンレス鋼板に貼り付かない層（実質的に粘着
性を示さない層）は、ここでいう非粘着層の概念に含まれる典型例である。
【００８４】
　粘弾性体層（Ｂ）は、室温付近の温度域において粘弾性体の性質を示すものであればよ
く、特に限定されない。ここで、「粘弾性体」とは、粘性と弾性の性質を併せ持つ材料、
すなわち、複素弾性率の位相が０を超えてπ／２未満、を満たす性質を有する材料（典型
的には２５℃において上記性質を有する材料）をいう。柔軟性等の観点から、複素引張弾
性率Ｅ＊（１Ｈｚ）＜１０７ｄｙｎｅ／ｃｍ２を満たす性質を有する材料（典型的には、
２５℃において上記性質を有する材料）が好ましい。
【００８５】
　粘弾性体層（Ｂ）は、アクリル系粘弾性体、ゴム系粘弾性体、シリコーン系粘弾性体、
ポリエステル系粘弾性体、ウレタン系粘弾性体、ポリエーテル系粘弾性体、ポリアミド系
粘弾性体、フッ素系粘弾性体等の各種の粘弾性体から選択される１種または２種以上を含
んで構成された層であってもよい。ここで、アクリル系粘弾性体とは、アクリル系ポリマ
ーをベースポリマーとする粘弾性体をいう。ゴム系その他の粘弾性体についても同様の意
味である。
【００８６】
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　粘弾性体層（Ｂ）は、高い剪断強度を有していることが好ましく、必要に応じて、中空
粒子その他の充填材を添加することができる。粘弾性体層（Ｂ）は、ベースポリマーとし
てアクリル系ポリマー（ｂ）を含むアクリル系粘弾性体であることが好ましい。以下、粘
弾性体層（Ｂ）を構成するアクリル系ポリマー（ｂ）、及びその他の成分について、説明
する。
【００８７】
（アクリル系ポリマー（ｂ））
　粘弾性体層（Ｂ）（１００質量％）中におけるアクリル系ポリマー（ｂ）の含有率（質
量％）は、５０質量％以上が好ましく、６０質量％以上がより好ましく、７０質量％以上
が更に好ましい。また、前記含有率（質量％）の上限については、特に限定されないが、
例えば、９８質量％以下が好ましく、９０質量％以下がより好ましい。前記含有率（質量
％）がこのような範囲であると、粘弾性体層（Ｂ）における柔軟性と凝集性とのバランス
を調節しやすい。
【００８８】
（（メタ）アクリル酸アルキルエステル）
　アクリル系ポリマー（ｂ）としては、例えば、炭素数が１～２０の直鎖または分岐鎖状
のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成単位を含むも
のが好ましい。
【００８９】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、例えば、粘着剤層（Ａ）の形成に利用
される（メタ）アクリル酸アルキルエステルと同様のものを用いることができる。アクリ
ル系ポリマー（ｂ）においても、（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、単独で、又は
２種以上を組み合わせて用いられてもよい。
【００９０】
　なお、（メタ）クリル酸アルキルエステルとしては、粘着剤の貯蔵弾性率等の観点から
、炭素数が１～１４のアルキル基であるアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキル
エステルが好ましく、ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）、２－エチルヘキシルアクリレー
ト（２ＥＨＡ）がより好ましい。
【００９１】
　アクリル系ポリマー（ｂ）中に含まれる、（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来
する構成単位の割合（下限値）は、特に限定されるものではないが、６０質量％以上であ
ることが好ましく、より好ましくは７０質量％以上、さらに好ましくは８０質量％以上で
ある。また、同割合（上限値）は、粘弾性体層（Ｂ）の凝集性等の観点から、９８質量％
以下であることが好ましく、より好ましくは９５質量％以下である。
【００９２】
（カルボキシル基含有モノマー）
　アクリル系ポリマー（ｂ）は、カルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位を含ん
でいることが好ましい。カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、粘着剤層（Ａ）
の形成に利用されるカルボキシル基含有モノマーと同様のものを用いることができる。ア
クリル系ポリマー（ｂ）においても、カルボキシル基含有モノマーは、単独で、又は２種
以上を組み合わせて用いられてもよい。なお、カルボキシル基含有モノマーとしては、ア
クリル酸（ＡＡ）が好ましい。
【００９３】
　アクリル系ポリマー（ｂ）中に含まれる、カルボキシル基含有モノマーに由来する構成
単位の質量の割合（下限値）は、５質量％以上であることが好ましく、より好ましくは７
質量％以上、さらに好ましくは１０質量％以上である。また、同割合（上限値）は、４０
質量％以下であることが好ましく、３０質量％以下であることがより好ましい。
【００９４】
（多官能性モノマー）
　また、アクリル系ポリマー（ｂ）は、多官能性モノマーを含んでもよい。多官能性モノ
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マーとしては、例えば、粘着剤層（Ａ）の形成に利用される多官能性モノマーと同様のも
のを用いることができる。アクリル系ポリマー（ｂ）においても、多官能性モノマーは、
単独で、又は２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００９５】
　なお、多官能性モノマーとしては、反応性等の観点から、１，６－ヘキサンジオールジ
アクリレート（ＨＤＤＡ）、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）等
の多官能（メタ）アクリレートが好ましい。
【００９６】
　多官能性モノマーを使用する場合、アクリル系ポリマー（ｂ）中に含まれる、多官能性
モノマーに由来する構成単位の割合（下限値）は、０．０１質量％以上であることが好ま
しい。また、同割合（上限値）は、粘弾性体層（Ｂ）の柔軟性の観点から、２質量％以下
であることが好ましく、より好ましくは１質量％以下である。
【００９７】
（その他のモノマー成分）
　アクリル系ポリマー（ｂ）は、ガラス転移温度（Ｔｇ）の調整や凝集力の向上等の目的
で、上述のモノマー以外のモノマーに由来する構成単位を含んでもよい。
【００９８】
　このようなモノマーとしては、例えば、水酸基含有モノマー、アミド基含有モノマー、
スルホン酸基含有モノマー、リン酸基含有モノマー、アジリジン基含有モノマー、アミノ
基含有モノマー、ケト基含有モノマー、イソシアネート基含有モノマー、アルコキシ基含
有モノマー、アルコキシシリル基含有モノマー、ビニル基を重合したモノマー末端にラジ
カル重合性ビニル基を有するマクロモノマー等の官能基含有モノマー、カルボン酸ビニル
エステル、芳香族ビニル化合物、芳香族性環含有（メタ）アクリレート、窒素原子含有環
を有するモノマー、オレフィン系モノマー、塩素含有モノマー、ビニルエーテル系モノマ
ー等が挙げられる。これらは単独で、又は２種以上組み合わせて用いられてもよい。
【００９９】
　アクリル系ポリマー（ｂ）中に含まれる、これらのモノマーに由来する構成単位の割合
は、目的および用途に応じて適宜選択すればよく、特に限定されるものではないが、１０
質量％以下とすることが好ましい。
【０１００】
（アクリル系ポリマー（ｂ）のモノマー組成）
　アクリル系ポリマー（ｂ）のモノマー組成は、該アクリル系ポリマー（ｂ）のＴｇが例
えば－７０℃以上－１０℃以下となるように調整されることが好ましい。アクリル系ポリ
マー（ｂ）のＴｇは、柔軟性の観点から、－２０℃以下が適当であり、－３０℃以下が好
ましく、－４０℃以下がより好ましく、－５０℃以下がさらに好ましい。また、凝集性の
観点から、通常、上記Ｔｇは－６５℃以上であることが好ましい。
【０１０１】
　なお、本明細書におけるアクリル系ポリマー（ｂ）のＴｇとは、アクリル系ポリマー（
ｂ）を構成する各モノマーの単独重合体（ホモポリマー）のＴｇおよび該モノマーの質量
分率（質量基準の共重合割合）に基づいてフォックス（Ｆｏｘ）の式から求められる値を
いう。したがって、アクリル系ポリマー（ｂ）のＴｇは、そのモノマー組成（すなわち、
アクリル系ポリマー（ｂ）の合成に使用するモノマーの種類や使用量比）を適宜変えるこ
とにより調整することができる。ホモポリマーのＴｇとしては、公知資料に記載の値を採
用することができる。
【０１０２】
（アクリル系ポリマー（ｂ）の重合方法）
　アクリル系ポリマー（ｂ）は、アクリル系ポリマー（ａ）と同じく、公知あるいは慣用
の重合方法により調製することができる。例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊状重合法
、光重合法等を単独で、または２種以上を組み合わせて用いることができるが、光重合開
始剤を用いた活性エネルギー線（例えば、紫外線）による硬化反応を利用することが特に
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好ましい。また、アクリル系ポリマー（ｂ）の重合にあたっては、アクリル系ポリマー（
ａ）の重合に利用できるものと同様の開始剤等を利用することができる。
【０１０３】
（その他の成分）
　粘弾性体層（Ｂ）は、充填材を含んでいることが好ましい。粘弾性体層（Ｂ）に充填材
を含ませることにより、粘弾性体層（Ｂ）の剪断強度を高めることができる。これにより
、粘着シートを被着体から引き剥がすことに対する抵抗力（剥離強度）が向上し得る。ま
た、充填材の使用により、粘弾性体層（Ｂ）の過度の変形を抑え、粘着シート全体として
の柔軟性と凝集性とのバランスを好適に調整することができる。
【０１０４】
　粘弾性体層（Ｂ）に添加できる充填材は、特に限定されるものではなく、例えば、粘着
剤層（Ａ）に添加できる充填材として例示したのと同様のものを使用することができるが
、中でも、中空粒子を利用することが好ましい。粘着剤層形成用組成物の光硬化性（重合
反応性）等の観点から、無機材料からなる中空粒子を好ましく使用し得る。そのような中
空粒子の中でも、中空ガラスバルーン等のガラス製のバルーンが特に好ましく、例えば、
富士シリシア化学社製の商品名「ガラスマイクロバルーン」、「フジバルーン　Ｈ－４０
」、「フジバルーン　Ｈ－３５」、ポッターズ・バロッティーニ社製の商品名「Ｑ－ＣＥ
Ｌ（商標）５０２０」、「Ｑ－ＣＥＬ（商標）７０１４」、商品名「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ
（商標）１１０Ｐ８」、「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）２５Ｐ４５」、「Ｓｐｈｅｒｉｃ
ｅｌ（商標）３４Ｐ３０」、「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（商標）６０Ｐ１８」等、粘着剤層（
Ａ）に添加できる充填材として例示したのと同様の市販品を用いることができる。
【０１０５】
　粘着剤層（Ｂ）に使用する中空粒子の平均粒子径は特に制限されない。例えば、１μｍ
～５００μｍ、好ましくは５μｍ～４００μｍ、より好ましくは１０μｍ～３００μｍ、
さらに好ましくは１０μｍ～２００μｍ（例えば１０～１５０μｍ）の範囲から選択する
ことができる。中空粒子の平均粒子径は、通常、粘弾性体層（Ｂ）の厚さの５０％以下で
あることが適当であり、３０％以下（例えば１０％以下）であることが好ましい。
【０１０６】
　中空粒子の比重は特に制限されないが、均一分散性や機械的強度等を考慮して、例えば
０．１～１．８ｇ／ｃｍ３、好ましくは０．１～１．５ｇ／ｃｍ３、さらに好ましくは０
．１～０．５ｇ／ｃｍ３（例えば０．２～０．５ｇ／ｃｍ３）の範囲から選択することが
できる。
【０１０７】
　粘弾性体層（Ｂ）に使用する中空粒子の使用量は特に限定されず、例えば、粘弾性体層
（Ｂ）全体１～７０質量％程度とすることができ、通常は５～５０質量％程度とすること
が適当であり、１０～４０質量％程度とすることが好ましい。
【０１０８】
　粘弾性体層（Ｂ）は、気泡を有していてもよい。粘弾性体層（Ｂ）に気泡を含ませるこ
とにより、粘着シートのクッション性が向上し、柔軟性を高めることができる。粘着シー
トの柔軟性が高くなると、該粘着シートの変形により被着体表面の凹凸や段差を吸収しや
すくなるので、被着体表面に粘着面をよりよく密着させることができる。被着体表面に対
して粘着面がよく密着することは、低極性の表面その他の各種表面に対する剥離強度の向
上に有利に寄与し得る。また、粘着シートの柔軟性の向上は、粘着シートの反発力の低減
にも貢献し得る。これにより、粘着シートが曲面や段差を有する被着体の表面に沿って貼
り付けられる場合や粘着シートの貼り付けられた被着体を変形させる場合等に、粘着シー
トが自身の反発力により該被着体の表面から剥がれる（浮き上がる）事象が効果的に抑制
され得る。
【０１０９】
　粘弾性体層（Ｂ）は、上述のような充填材（例えば中空粒子）と気泡との両方を含んで
もよい。このような粘弾性体層（Ｂ）を含む粘着シートは、柔軟性と凝集力とのバランス
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に優れたものとなりやすいので好ましい。
【０１１０】
　粘弾性体層（Ｂ）に含まれる気泡は、独立気泡であってもよく、連続気泡であってもよ
く、これらが混在していてもよい。クッション性の観点からは、独立気泡を多く含む構成
の粘弾性体層（Ｂ）がより好ましい。独立気泡の場合、気泡中に含まれる気体成分（気泡
を形成するガス成分、以下「気泡形成ガス」と称する場合がある。）は特に制限されず、
窒素、二酸化炭素、アルゴン等の不活性ガスの他、空気等の各種気体成分であり得る。気
泡形成ガスとしては、該気泡形成ガスが含まれた状態で重合反応等を行う場合は、その反
応を阻害しないものを用いることが好ましい。かかる観点およびコストの観点等から、気
泡形成ガスとして窒素を好適に採用することができる。
【０１１１】
　気泡の形状は、典型的には概ね球状であるが、これに限定されない。気泡の平均直径（
平均気泡径）は特に制限されず、例えば１μｍ～１０００μｍ、好ましくは１０μｍ～５
００μｍ、さらに好ましくは３０μｍ～３００μｍの範囲から選択することができる。上
記平均気泡径は、通常、粘弾性体層（Ｂ）の厚さの５０％以下であることが適当であり、
３０％以下（例えば１０％以下）であることが好ましい。
【０１１２】
　粘弾性体層（Ｂ）が気泡を有する場合、粘弾性体層（Ｂ）に占める気泡の体積割合（気
泡含有率）は特に制限されず、目的とするクッション性や柔軟性が実現されるように適宜
設定することができる。例えば、粘弾性体層（Ｂ）の体積（見かけの体積を指し、粘弾性
体層（Ｂ）の厚さおよび面積から算出され得る。）に対して３～７０体積％程度とするこ
とができ、通常は５～５０体積％程度とすることが適当であり、８～４０体積％程度とす
ることが好ましい。
【０１１３】
　本実施形態において、気泡を有する粘弾性体層（Ｂ）（気泡含有粘弾性体層）を形成す
る方法は特に限定されず、公知の方法を適宜採用することができる。例えば、粘弾性体層
（Ｂ）を形成するための組成物（以下、「粘弾性体層形成用組成物」と称する）を調製し
て粘弾性体層（Ｂ）を形成する場合には、（１）あらかじめ気泡形成ガスが混入された粘
弾性体層形成用組成物（好ましくは、紫外線等の活性エネルギー線により硬化して粘弾性
体を形成するタイプの組成物）を硬化させて気泡含有粘弾性体層を形成する方法、（２）
発泡剤を含む粘弾性体層形成用組成物を用いて該発泡剤から気泡を形成することで気泡含
有粘弾性体層を形成する方法、等を適宜採用することができる。使用する発泡剤は特に制
限されず、公知の発泡剤から適宜選択することができる。例えば、熱膨張性微小球等の発
泡剤を好ましく用いることができる。
【０１１４】
　上記（１）の方法による気泡含有粘弾性体層の形成において、気泡形成ガスが混入され
た粘弾性体層形成用組成物を調製する方法は特に限定されず、公知の気泡混合方法を利用
することができる。例えば、気泡混合装置の例としては、中央部に貫通孔を持った円盤上
に細かい歯が多数ついたステータと、このステータと対向しており円盤上にステータと同
様の細かい歯がついているロータと、を備えた装置等が挙げられる。このような気泡混合
装置におけるステータ上の歯とロータ上の歯との間に、気泡混入前の粘弾性体層形成用組
成物（以下、「粘弾性体層形成用組成物前駆体」と称する）を導入し、ロータを高速回転
させながら、気泡を形成させるためのガス成分（気泡形成ガス）を、上記貫通孔を通して
粘弾性体層形成用組成物前駆体中に導入する。これにより、気泡が細かく分散され混合さ
れた粘弾性体層形成用組成物が得られる。
【０１１５】
　このように気泡形成ガスが混入された組成物を、所定の面上に塗付して硬化させること
により、気泡含有粘弾性体層を形成することができる。硬化方法としては、加熱する方法
や、活性エネルギー線（例えば紫外線）を照射する方法等を好ましく採用することができ
る。気泡形成ガスが混入された粘弾性体層形成用組成物に加熱や活性エネルギー線照射等
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を行って気泡を安定的に保持した状態で硬化させることにより、気泡含有粘弾性体層を好
適に形成することができる。
【０１１６】
　気泡形成ガスの混入性や気泡の安定性の観点から、粘弾性体層形成用組成物には界面活
性剤が添加されていてもよい。このような界面活性剤としては、例えば、イオン性界面活
性剤、炭化水素系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤、フッ素系界面活性剤等が挙げら
れる。なかでもフッ素系界面活性剤が好ましく、特に分子中にオキシアルキレン基（典型
的には、炭素原子数２～３のオキシアルキレン基）およびフッ素化炭化水素基を有するフ
ッ素系界面活性剤が好ましい。フッ素系界面活性剤は、１種を単独でまたは２種以上を組
み合わせて使用することができる。好ましく使用し得るフッ素系界面活性剤の市販品とし
て、ＡＧＣセイミケミカル株式会社製の商品名「サーフロンＳ－３９３」が例示される。
【０１１７】
　界面活性剤の使用量は特に限定されず、例えば、粘弾性体層（Ｂ）に含まれるアクリル
系ポリマー１００質量部に対して、固形分基準で０．０１～３質量部程度とすることがで
きる。
【０１１８】
　また、粘弾性体層（Ｂ）は、本発明の目的を損なわない限り、着色剤（顔料、染料等）
を含んでもよい。着色剤は、光学特性（例えば、遮光性）や意匠性等を付与するため、必
要に応じて粘弾性体層（Ｂ）に配合し得る。
【０１１９】
　着色剤は、特に限定されないが、例えば粘弾性体層（Ｂ）に遮光性を付与する場合には
、黒色顔料であるカーボンブラック（例えば、アセチレンブラック、ケッチェンブラック
、ファーネスブラック、チャンネルブラック、サーマルブラック）を用いることが好まし
い。カーボンブラックの使用量（上限値）は、例えば、粘弾性体層（Ｂ）全体の１０質量
％以下とすることが適当であり、５質量％以下とすることが好ましい。
【０１２０】
　例えば、粘弾性体層形成用組成物を光重合法により硬化させて粘弾性体層（Ｂ）を形成
する場合、該粘弾性体層（Ｂ）を着色させるために、光重合を疎外しない程度の顔料（着
色顔料）を着色剤として使用することができる。粘弾性体層（Ｂ）の着色として黒色が望
まれる場合には、例えば、着色剤としてカーボンブラックを好ましく用いることができる
。カーボンブラックの使用量（上限値）は、着色の度合いや光重合反応性等を考慮して、
例えば、粘弾性体層（Ｂ）全体の１０質量％以下とすることが適当であり、５質量％以下
とすることが好ましい。
【０１２１】
　粘弾性体層（Ｂ）を形成するための粘弾性体層形成用組成物は、アクリル系ポリマー（
ｂ）とは別に、モノマー成分の完全重合物としてのアクリル系ポリマー（例えば、上記モ
ノマー成分の重合転化率が９５質量％以上のアクリル系ポリマー）を含む形態であっても
よい。例えば、このようなアクリル系ポリマーを有機溶媒中に含む溶剤型組成物、該アク
リル系ポリマーが水性溶媒に分散した水分散型組成物、等の形態であり得る。
【０１２２】
　粘弾性体層（Ｂ）を形成するための粘弾性体層形成用組成物は、粘着シートの用途等に
応じて粘弾性体層（Ｂ）の凝集力を調整等するため、架橋剤を含んでいてもよい。例えば
、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤、シリコーン系架橋剤、オキサゾリン系架
橋剤、アジリジン系架橋剤、シラン系架橋剤、アルキルエーテル化メラミン系架橋剤、金
属キレート系架橋剤等を使用することができる。
【０１２３】
　また、粘弾性体層（Ｂ）を形成するための組成物は、本発明の目的を損なわない限り、
可塑剤、軟化剤、酸化防止剤、レベリング剤、安定剤、防腐剤等の公知の添加剤を必要に
応じて含んでいてもよい。
【０１２４】
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（粘弾性体層（Ｂ）の形成方法）
　粘弾性体層（Ｂ）は、上述の粘着剤層（Ａ）と同様の手法により、形成することができ
る。例えば、粘弾性体層形成用組成物を用いる場合、アクリル系ポリマー（ｂ）を形成す
るために利用される各モノマー成分からなるモノマー組成物と、前記モノマー成分を重合
させるための重合開始剤と、必要に応じて添加されるその他の成分との混合物を含む、硬
化型の粘弾性体層形成用組成物を用いることが好ましい。特に、前記粘弾性体層形成用組
成物としては、前記重合開始剤として光重合開始剤を用いる光硬化型の粘弾性体層形成用
組成物が好ましい。
【０１２５】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステル等を含むモノマー組成物も、通常、液状をなすた
め、粘着剤層（Ａ）を形成する際と同様に、予め、モノマー組成物中に含まれているモノ
マー成分を部分的に重合したシロップ状組成物とすることが好ましい。このシロップ状組
成物に、上述した粘弾性体層（Ｂ）を形成するためのその他の成分を必要に応じて添加し
て、硬化型の粘弾性体層形成用組成物を調製する。
【０１２６】
　なお、気泡含有粘弾性体層を調製する場合には、前述のように、（１）あらかじめ気泡
形成ガスが混入された粘弾性体層形成用組成物を硬化させる方法、（２）発泡剤を含む粘
弾性体層形成用組成物を用いて該発泡剤から気泡を形成する方法、等を適宜選択して粘弾
性体層（Ｂ）を形成することができる。
【０１２７】
　上記シロップ状組成物を得る際の重合方法は特に制限されず、上述のような各種重合方
法を適宜選択して用いることができる。効率や簡便性の観点から、光重合法を好ましく採
用し得る。調製した前記硬化型の粘弾性体層形成用組成物を、粘着剤層（Ａ）を形成する
際と同様に、基材や剥離ライナー等の適当な支持体上に層状に塗布し、必要に応じて乾燥
工程を施した後、硬化させる。粘弾性体層形成用組成物が、重合開始剤として熱重合開始
剤を含んでいる場合には、加熱によって、光重合開始剤を含んでいる場合には、紫外線等
の活性エネルギー線の照射によって、重合反応が開始されて、硬化が行われる。活性エネ
ルギー線の照射は、層状の粘弾性体層形成用組成物の片面側から行ってもよいし、両面側
から行ってもよい。このようにして、本発明の粘着シートに利用可能な、粘弾性体層（Ｂ
）を備えた粘弾性体層シートを得ることができる。
【０１２８】
（粘弾性体層（Ｂ）の厚み）
　粘弾性体層（Ｂ）の厚さ（下限値）は、典型的には２００μｍ以上である。粘弾性体層
（Ｂ）は、粘弾性体であることから柔軟性に優れる。このため、粘着剤層（Ａ）を粘弾性
体層（Ｂ）で支持することにより、粘着剤層（Ａ）の表面（粘着面）を被着体に好適に密
着させることができる。粘弾性体層（Ｂ）の厚さとしては、２００μｍ以上が好ましく、
３００μｍ以上（例えば４００μｍ以上）がより好ましい。粘弾性体層（Ｂ）の厚さを５
００μｍ以上とすることができ、７００μｍ以上としてもよい。ここに開示される技術は
、粘弾性体層（Ｂ）の厚さが１ｍｍ以上である態様でも好ましく実施され得る。粘弾性体
層（Ｂ）の厚さの上限値は特に制限されず、例えば約１０ｍｍ以下とすることができる。
粘弾性体層（Ｂ）の形成容易性や凝集性等の観点から、粘弾性体層（Ｂ）の厚さは、通常
、５ｍｍ以下が適当であり、３ｍｍ以下（例えば２ｍｍ以下）が好ましい。
【０１２９】
〔粘着シート〕
（剥離ライナー）
　粘着シートにおける粘着剤層（Ａ）の表面（粘着面）は、使用時までは、剥離ライナー
により保護されていてもよい。両面粘着シートである場合には、各粘着面が別々の剥離ラ
イナーによりそれぞれ保護されてもよいし、ロール状に巻回される形態で各粘着面が１枚
の剥離ライナーにより保護されてもよい。剥離ライナーは粘着面の保護材として用いられ
ており、被着体に貼付する際に剥がされる。なお、剥離ライナーは必ずしも両面粘着シー
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トに設けられていなくてもよい。
【０１３０】
　剥離ライナーとしては、慣用の剥離紙等を使用でき、特に限定されない。剥離ライナー
としては、例えば、剥離処理層を有する基材、フッ素ポリマーからなる低接着性基材や無
極性ポリマーからなる低接着性基材等を用いることができる。前記剥離処理層を有する基
材としては、例えば、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデン等の剥
離処理剤により表面処理された基材が挙げられる。前記フッ素ポリマーからなる低接着性
基材におけるフッ素系ポリマーとしては、例えば、ポリテトラフルオロエチレン、ポリク
ロロトリフルオロエチレン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、テトラフルオロ
エチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、クロロフルオロエチレン－フッ化ビニリ
デン共重合体等が挙げられる。また、前記無極性ポリマーとしては、例えば、オレフィン
系樹脂（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン）等が挙げられる。
【０１３１】
　剥離処理剤により表面処理される前記基材としては、例えば、ポリエチレンテレフタレ
ート等のポリエステルフィルム；ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム等のオ
レフィン系樹脂フィルム；ポリ塩化ビニルフィルム；ポリイミドフィルム；ナイロンフィ
ルム等のポリアミドフィルム；レーヨンフィルム等のプラスチックフィルムや、ポリウレ
タンフォーム等の発泡体からなる発泡体シート、各種の繊維状物質の単独または混紡等に
よる織布および不織布、アルミニウム箔および銅箔等の金属箔、上質紙、和紙、クラフト
紙、グラシン紙、合成紙、トップコート紙等の紙類が挙げられる。これらの中でも、加工
性の観点から、ポリエステルフィルムまたは紙類が好ましく、ポリエチレンテレフタレー
トがより好ましい。
【０１３２】
　なお、剥離ライナーは、公知あるいは慣用の方法により形成することができる。また、
剥離ライナーの厚み等も、特に限定されるものではない。
【０１３３】
　また、粘着シートは、支持基材等を備えた形態のものであってもよい。支持基材として
は、例えば、ポリプロピレンフィルム、エチレン－プロピレン共重合体フィルム、ポリエ
ステルフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム等のプラスチックフィルム；ポリウレタンフォ
ーム、ポリエチレンフォーム、ポリクロロプレンフォーム等の発泡体からなる発泡体シー
ト；各種の繊維状物質（麻、綿等の天然繊維、ポリエステル、ビニロン等の合成繊維、ア
セテート等の半合成繊維、等であり得る。）の単独または混紡等による織布および不織布
（和紙、上質紙等の紙類を包含する意味である。）；アルミニウム箔、銅箔等の金属箔；
等を、粘着シートの用途に応じて適宜選択して用いることができる。上記プラスチックフ
ィルム（典型的には非多孔質のプラスチック膜を指し、織布や不織布とは区別される概念
である。）としては、無延伸フィルムおよび延伸（一軸延伸または二軸延伸）フィルムの
いずれも使用可能である。
【０１３４】
　支持基材の厚さは目的に応じて適宜選択できるが、一般的には概ね２μｍ～５００μｍ
であり、通常は１０μｍ～２００μｍ程度のものを好ましく使用し得る。なお、支持基材
が発泡体シートである場合、該支持基材の厚さの上限は、例えば１０ｃｍ程度とすること
ができ、通常は５ｃｍ程度（例えば２ｃｍ程度）とすることが適当である。
【０１３５】
（粘着シートの構成例）
　ここで、粘着シートの典型的な構成例を図１に模式的に示す。図１に示す粘着シート３
００は、表裏両面に粘着面を有する両面粘着シートであり、粘弾性体層（Ｂ）の表面に、
第１粘着面を構成する一方の粘着剤層（Ａ）１０が支持され、かつ粘弾性体層（Ｂ）の裏
面に第２粘着面を構成する粘着剤層（Ａ）１０が支持されている。なお、第１粘着面及び
第２粘着面は、それぞれ剥離ライナー１２０、１２０で保護されている。
【０１３６】
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　このような構成の粘着シート３００では、剥離ライナー１２０、１２０を剥がした際に
現れる表裏両方の粘着面が、いずれも様々な極性（高極性、低極性）を備えた被着体に対
して高い粘着力を示し得る。また、粘着シート３００は、厚みのある（典型的には厚さ２
００μｍ超の）粘弾性体層（Ｂ）を含むため、柔軟性に優れたものとなり得る。このよう
な特長を活かして、粘着シート３００は、例えば、その表裏両面をそれぞれ広範な被着体
に貼付することができ、多様な被着体同士を強固に接合するための汎用性の高い両面粘着
シートとして利用できる。
【０１３７】
　なお、粘着シートは、例えば、粘着層である粘弾性体層（Ｂ）の表裏いずれか一方の面
に、粘着剤層（Ａ）のみを備えた構造を有する両面粘着シートとしても実施することがで
きる。かかる両面粘着シートでは、粘着剤層（Ａ）が構成する粘着面が、広範な被着体に
対して高い粘着力を示し得る。また、厚みのある粘弾性体層（Ｂ）を含むので、柔軟性に
優れたものとなり得る。このような特長を活かして、かかる粘着シートは、粘弾性体層（
Ｂ）により構成される粘着面を、その特性に合わせた被着体に貼付した後に、粘着剤層（
Ａ）で構成される粘着面を、所望に応じて各種被着体に貼付する態様で好ましく使用でき
る。
【０１３８】
　また、粘着シートが備える粘弾性体層（Ｂ）は、上述したように、中空粒子を含んでい
てもよく、気泡を含んでいてもよく、気泡および中空粒子の両方を含んでいてもよい。粘
着シートの軽量化等の観点から好ましい例として、粘弾性体層（Ｂ）が気泡および中空粒
子の少なくとも一方を含む構造、粘弾性体層（Ｂ）が少なくとも中空粒子を含む構造、粘
弾性体層（Ｂ）が気泡および中空粒子の両方を含む態様等が挙げられる。
【０１３９】
　なお、粘弾性体層（Ｂ）に含まれる中空粒子や気泡は、そのサイズや含有量によっては
、粘弾性体層（Ｂ）の表面の平滑性を低下させることがあり得る。粘弾性体層（Ｂ）の表
面の平滑性が低下すると、例えば粘弾性体層（Ｂ）が粘着層であってその表面がそのまま
被着体に貼り付けられる場合、被着体に対する密着性が不足気味となり、剥離強度が低下
傾向となることがあり得る。本実施形態に係る粘着シートでは、粘弾性体層（Ｂ）の両面
に、粘着面を構成する粘着剤層（Ａ）が配置される。したがって、被着体と粘着面との密
着性が粘弾性体層（Ｂ）の表面平滑性の影響を受けにくい。このため、粘弾性体層（Ｂ）
において中空粒子や気泡の含有割合を調節しやすく、より性能バランスに優れた粘着シー
トが好適に実現され得る。
【０１４０】
　粘着シートにおいて、粘着剤層（Ａ）および粘弾性体層（Ｂ）は、それぞれ、単層構造
であってもよく、２層以上の複層構造（すなわち、複数の層を含む構造）であってもよい
。また、本発明の目的を損なわない限り、粘着面を構成する粘着剤層（Ａ）の他に、粘着
シートの表面に露出しない（すなわち、粘着面を構成しない）粘着剤層（Ａ）を含んでい
てもよい。また、粘着シートは、本発明の目的を損なわない限り、中間層、下塗り層等の
他の層を備えてもよい。
【０１４１】
（粘着剤層（Ａ）の厚みと粘弾性体層（Ｂ）の厚みとの関係）
　粘着剤層（Ａ）の厚みと粘弾性体層（Ｂ）の厚みとの関係は、特に限定するものではな
いが、粘着シートにおいて、粘弾性体層（Ｂ）の厚さ（下限値）は、粘着剤層（Ａ）の厚
さよりも大きいことが好ましい。通常は１．５倍以上とすることが適当であり、２倍以上
とすることが好ましく、３倍以上（例えば５倍以上）とすることがより好ましい。
【０１４２】
　このように粘弾性体層（Ｂ）を比較的厚くすることによって、粘着シートが粘弾性体層
（Ｂ）を含むことの効果を、よりよく発揮することができる。また、粘弾性体層（Ｂ）の
厚さ（上限値）は、粘着剤層（Ａ）の厚さの例えば５０倍以下とすることができ、剥離強
度と凝集性とのバランス等の観点から、通常は２０倍以下とすることが適当であり、１０
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倍以下とすることが好ましい。
【０１４３】
　粘着シートのうち、剥離ライナーや支持基材を除き、被着体に貼付して使用される部分
（粘着剤層（Ａ）と粘弾性体層（Ｂ）とを含む層）の総厚（下限値）は、典型的には２０
０μｍ超であり、より好ましくは３００μｍ以上、さらに好ましくは４００μｍ以上、特
に好ましくは５００μｍ以上（例えば７００μｍ以上）である。粘着シートは、被着体に
貼付して使用される部分の総厚が１ｍｍを超える態様でも好ましく実施され得る。同部分
の総厚の上限値は特に制限されず、例えば約１５ｍｍ以下とすることができ、通常は約１
０ｍｍ以下が適当であり、７ｍｍ以下が好ましく、５ｍｍ以下（例えば３ｍｍ以下）がよ
り好ましい。
【０１４４】
（被着体）
　粘着シートは、粘着剤層（Ａ）からなる粘着面が各種の被着体に貼り付けられる態様で
好ましく使用され得る。粘着シートは、例えば、ポリエチレン（ＰＥ）樹脂やポリプロピ
レン（ＰＰ）樹脂等のポリオレフィン樹脂、アクリロニトリルブタジエンスチレン共重合
体（ＡＢＳ）樹脂、耐衝撃性ポリスチレン（ＨＩＰＳ）樹脂、ポリカーボネート（ＰＣ）
樹脂、ＰＣとＡＢＳとのポリマーブレンド（ＰＣ／ＡＢＳ）樹脂等のような、樹脂製の低
極性の被着体から、ステンレス鋼等のような、金属製の極性の高い被着体まで、広範な被
着体に対して高い粘着力を発現できる。
【０１４５】
　また、粘着シートは、粘弾性体層（Ｂ）を含むことにより２００μｍを超える厚みを有
し、かつ柔軟性が高い（変形しやすい）ので、各種部材の接合においてその表面に存在し
得る凹凸や曲面、あるいは部材の製造誤差等を粘着剤の変形により吸収し、部材同士を信
頼性の高い状態で接合することができる。
【０１４６】
　さらに、粘着シートは、極性の高い被着体から極性の低い被着体に至るまで、広範な被
着体に対して高い粘着力を発現することができる。したがって、各種部材の接合において
、部材を構成する素材の極性等に関わらず、所望の部材同士を接合することができる。
【０１４７】
　以上より、本実施形態の粘着シートは、例えば各種のＯＡ機器、家電製品、自動車等に
おける部材間の接合（例えば、かかる製品における各種部品の固定用途）等、多様な用途
に用いることができる。また、粘着シートは、広範な被着体に対して良好な粘着力を発現
し得るため、対象部材の素材による制約を受けない。よって、粘着シートを使い分ける必
要がなく、非常に便利に使用することができる。
【０１４８】
　以下、実施例に基づいて本発明をさらに詳細に説明する。なお、本発明はこれらの実施
例により何ら限定されるものではない。
【０１４９】
〔実施例１〕
（シロップＩの調製）
　モノマー成分として、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）７８質量部、Ｎ－
ビニル－２－ピロリドン（ＮＶＰ）１８質量部および２－ヒドロキシエチルアクリレート
（ＨＥＡ）４質量部が混合されてなる液状のモノマー混合物（モノマー組成物）に、光重
合開始剤として、商品名「イルガキュア６５１（２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニ
ルエタン－１－オン）」（ＢＡＳＦジャパン株式会社製）０．０５質量部および商品名「
イルガキュア１８４（１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン）」（ＢＡＳＦジャ
パン株式会社製）０．０５質量部を配合した後、粘度（ＢＨ粘度計Ｎｏ．５ローター、１
０ｒｐｍ、測定温度：３０℃）が約１５Ｐａ・ｓになるまで紫外線を照射して、上記モノ
マー成分の一部が重合してなる部分重合体（重合率：約１０質量％）を含むシロップＩ（
２ＥＨＡ／ＮＶＰ／ＨＥＡ＝７８／１８／４）を調製した。
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【０１５０】
（粘着剤層形成用組成物１０１の調製）
　１００質量部のシロップＩに、アクリル酸（ＡＡ）４質量部と、１，６－ヘキサンジオ
ールジアクリレート（ＨＤＤＡ）０．１２０質量部とを添加して、前記シロップの混合物
を得た。さらに、前記混合物に、追加分の光重合開始剤として、商品名「イルガキュア６
５１（２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン）」（ＢＡＳＦジャパ
ン株式会社製）０．５質量部を添加した。また、その他の添加成分として、黒顔料である
商品名「ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック」（大日精化工業株式会社製）を１質量部、前記混合
物に添加した。そして、これらを十分混合することによって、粘着剤層形成用組成物１０
１を得た。
【０１５１】
（粘着剤層シート１１１の作製）
　剥離ライナーとして、片面が剥離処理されているポリエチレンテレフタレート製基材（
商品名「ＭＲＦ」、三菱ポリエステルフィルム株式会社製、又は、商品名「ＭＲＮ」、三
菱ポリエステルフィルム株式会社製）を２枚用意した。上記粘着剤層形成用組成物１０１
を、１枚目の剥離ライナーの剥離処理面に塗布して塗布層を得た。この塗布層上に、２枚
目の剥離ライナーを、塗布層と剥離ライナーの剥離処理面が接する形態で貼り合わせた。
【０１５２】
　次いで、前記塗布層を、照度５ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を両面から３分間照射し、前記塗
布層を硬化させて、厚み２００μｍの粘着剤層（感圧接着剤層）を得た。なお、紫外線の
発生源として、東芝株式会社製の「ブラックライト」を使用した。また、紫外線の照度は
、ピーク感度波長約３５０ｎｍの工業用ＵＶチェッカー（商品名「ＵＶＲ－Ｔ１」、株式
会社トプコン製、受光部型式ＵＤ－Ｔ３６、最大感度：３５０ｎｍ）を使用して調節した
。以上のようにして、２枚の剥離ライナー間に厚さ２００μｍの粘着剤層Ａ１が担持され
た粘着剤層シート１１１（剥離ライナー／粘着剤層Ａ１／剥離ライナー）を作製した。
【０１５３】
〔溶剤不溶分率の測定〕
　得られた粘着剤層Ａ１の溶剤不溶分率（質量％）を、以下の方法で求めたところ、６８
質量％であった。
【０１５４】
　所定量の粘着剤層（最初の質量Ｗ１）を、酢酸エチル溶液に浸漬して、室温で１週間放
置した後、不溶分を取り出し、乾燥させた後の質量（Ｗ２）を測定し、下記のように求め
た。
　溶剤不溶分率（質量％）＝（Ｗ２／Ｗ１）×１００
【０１５５】
（シロップＩＩの調製）
　モノマー成分として、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）８５質量部および
アクリル酸（ＡＡ）１５質量部からなるモノマー混合物に、光重合開始剤として、商品名
「イルガキュア６５１」（２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン）
」（ＢＡＳＦ社製）０．０５質量部および商品名「イルガキュア１８４（１－ヒドロキシ
シクロヘキシルフェニルケトン）」（ＢＡＳＦ社製）０．０５質量部を配合した後、粘度
（ＢＨ粘度計Ｎｏ．５ローター、１０ｒｐｍ、測定温度：３０℃）が約１５Ｐａ・ｓにな
るまで紫外線（ＵＶ）を照射して、上記モノマー成分の一部が重合してなる部分集合体を
含むシロップＩＩ（２ＥＨＡ／ＡＡ＝８５／１５）を調製した。
【０１５６】
（粘弾性体層形成用組成物２０１の調製）
　１００質量部のシロップＩＩに対し、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（Ｄ
ＰＨＡ）０．１５質量部と、中空ガラスバルーン（平均粒径４０μｍ、商品名「フジバル
ーン　Ｈ－４０」、富士シリシア化学株式会社製）１５質量部とを添加して、粘弾性体層
形成用組成物２０１を得た。
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【０１５７】
（粘弾性体層シート２１１の作製）
　粘着剤層シート１１１の作製に使用したものと同様の剥離ライナーを２枚用意した。上
記粘弾性体層形成用組成物２０１を１００質量部に対して「イルガキュア６５１」０．０
３質量部を追加し、これを１枚目の剥離ライナーの剥離処理面に塗付し、塗布層を得た。
この塗布層上に、２枚目の剥離ライナーを、塗布層と剥離ライナーの剥離処理面が接する
形態で貼り合わせた。
【０１５８】
　次いで、前記塗布層を、照度５ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を両面から３分間照射し、前記塗
布層を硬化させて、粘弾性体層を得た。なお、紫外線の照射および測定には、粘着剤層シ
ート１１１の作製時に用いたものと同じ、東芝株式会社製、商品名「ブラックライト」お
よびトプコン社製、商品名「ＵＶＲ－Ｔ１」を使用した。
【０１５９】
　以上のようにして、２枚の剥離ライナー間に厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ１が担持さ
れた、粘弾性体層シート２１１を作製した。この粘弾性体層Ｂ１は、中空粒子を含むが気
泡を含まない粘弾性体層であり、粘着性を有するものである。
【０１６０】
（積層両面粘着シート３０１の作製）
　粘弾性体層シート２１１の片面の剥離ライナーを剥がし、そこに粘着剤層シート１１１
片面の剥離ライナーを剥がした粘着剤層Ａ１を、ラミネータ（２００ｍｍ／ｍｉｎ、０．
２ＭＰａ）を用いて貼り合わせた。さらに、粘弾性体層シート２１１のもう一方の面の剥
離ライナーを剥がし、そこに別の粘着剤層シート１１１の片面の剥離ライナーを剥がした
粘着剤層Ａ１を同様にして貼り合わせた。
【０１６１】
　これにより、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に、厚さ２００μｍの粘着剤層Ａ
１を備え、その表裏両面の最外層が剥離ライナーで保護された積層両面粘着シート３０１
（剥離ライナー／粘着剤層Ａ１／粘弾性体層Ｂ１／粘着剤層Ａ１／剥離ライナーの積層構
造を有する積層両面粘着シート）を得た。この積層両面粘着シートは、図１のような概略
断面を有するものであり、これを実施例１のシートとする。
【０１６２】
〔実施例２〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．
０３０質量部を利用したこと、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．５質量
部に替えて追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．３質量部を利用したこと以
外は実施例１の粘着剤層形成用組成物１０１と同様にして、シロップIを用いて粘着剤層
形成用組成物１０２を調製した。
【０１６３】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０２を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ２を含む粘着剤層
シート１１２を作製した。なお、粘着剤層Ａ２の厚さは、２０７μｍであった。また、実
施例１と同様にして、粘着剤層Ａ２の溶剤不溶分率（質量％）を求めたところ、１４質量
％であった。
【０１６４】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１２を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ２０７μｍの粘着剤層Ａ２が保持された積層両面
粘着シート（実施例２のシート）を得た。
【０１６５】
〔実施例３〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．
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０５６質量部を利用したこと、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．５質量
部に替えて、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．７質量部を利用したこと
、黒顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック）１質量部に替えて黒顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブラ
ック）０．８質量部を利用したこと、さらに中空ガラスバルーン（平均粒径４５μｍ、比
重０．２５ｇ／ｃｍ３、商品名「Ｓｐｈｅｒｉｃｅｌ（登録商標）２５Ｐ４５（ケイ酸塩
ガラス）」（ポッターズ・バロティーニ株式会社製）４質量部を添加したこと以外は、実
施例１の粘着剤層形成用組成物１０１と同様にして、シロップIを用いて粘着剤層形成用
組成物１０３を調製した。
【０１６６】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０３を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ３を含む粘着剤層
シート１１３を作製した。なお、粘着剤層Ａ３の厚さは、２１２μｍであった。また、粘
着剤層Ａ３の溶剤不溶分率（質量％）は、５６質量％であった。
【０１６７】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１３を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ２１２μｍの粘着剤層Ａ３が保持された、積層両
面粘着シート（実施例３のシート）を得た。
【０１６８】
〔実施例４〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．
０３０質量部を利用したこと、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．５質量
部に替えて、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）０．３質量部を利用したこと
、黒顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック）１質量部に替えて、黒顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブ
ラック）０．８質量部を利用したこと以外は実施例１の粘着剤層形成用組成物１０１と同
様にして、シロップIを用いて粘着剤層形成用組成物１０４を調製した。
【０１６９】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０４を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ４を含む粘着剤層
シート１１４を作製した。なお、粘着剤層Ａ４の厚さは、２０７μｍであった。また、粘
着剤層Ａ４の溶剤不溶分率（質量％）は、４１質量％であった。
【０１７０】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１４を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ２０７μｍの粘着剤層Ａ４が保持された積層両面
粘着シート（実施例４のシート）を得た。
【０１７１】
〔実施例５〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．
０２５質量部を利用したこと、黒顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック）１質量部に替えて黒
顔料（ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック）０．３質量部を利用したこと以外は実施例１の粘着剤
層形成用組成物１０１と同様にして、シロップIを用いて粘着剤層形成用組成物１０５を
調製した。
【０１７２】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０５を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ５を含む粘着剤層
シート１１５を作製した。なお、粘着剤層Ａ５の厚さは、２００μｍであった。また、実
施例１と同様にして、粘着剤層Ａ５の溶剤不溶分率（質量％）を求めたところ、３５質量
％であった。
【０１７３】
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　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１５を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ２００μｍの粘着剤層Ａ５が保持された積層両面
粘着シート（実施例５のシート）を得た。
【０１７４】
〔実施例６〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．
０２５質量部を利用したこと、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）および黒顔
料を添加しなかったこと以外は実施例１の粘着剤層形成用組成物１０１と同様にして、シ
ロップIを用いて粘着剤層形成用組成物１０６を調製した。
【０１７５】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０６を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ６を含む粘着剤層
シート１１６を作製した。なお、粘着剤層Ａ６の厚さは、１４５μｍであった。また、粘
着剤層Ａ６の溶剤不溶分率（質量％）は、８２質量％であった。
【０１７６】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１６を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ１４５μｍの粘着剤層Ａ６が保持された積層両面
粘着シート（実施例６のシート）を得た。
【０１７７】
〔参考例７〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際してＡＡ４質量部に替えてＡＡ１質量部を利用したこ
と、ＨＤＤＡ０．１２０質量部に替えてＨＤＤＡ０．０２５質量部を利用したこと、追加
分の光重合開始剤（イルガキュア６５１）および黒顔料を添加しなかったこと以外は実施
例１の粘着剤層形成用組成物１０１と同様にして、シロップIを用いて粘着剤層形成用組
成物１０７を調製した。
【０１７８】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて、粘着剤層形成用組成物１０７を利用し
たこと以外は、実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ７を含む粘着
剤層シート１１７を作製した。なお、粘着剤層Ａ７の厚さは、１４９μｍであった。また
、粘着剤層Ａ７の溶剤不溶分率（質量％）は、８０質量％であった。
【０１７９】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
１１に替えて粘着剤層シート１１７を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ１４９μｍの粘着剤層Ａ７が保持された積層両面
粘着シート（参考例７のシート）を得た。
【０１８０】
〔参考例８〕
　粘着剤層形成用組成物の調製に際して、ＡＡ、追加分の光重合開始剤（イルガキュア６
５１）、および黒顔料を添加しなかったこと以外は実施例１の粘着剤層形成用組成物１０
１と同様にして、シロップIを用いて粘着剤層形成用組成物１０８を調製した。
【０１８１】
　次いで、粘着剤層形成用組成物１０１に替えて粘着剤層形成用組成物１０８を利用した
こと以外は実施例１の粘着剤層シート１１１と同様にして、粘着剤層Ａ８を含む粘着剤層
シート１１８を作製した。なお、粘着剤層Ａ８の厚さは、１４４μｍであった。また、実
施例１と同様にして、粘着剤層Ａ８の溶剤不溶分率（質量％）を求めたところ、８２質量
％であった。
【０１８２】
　さらに、粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を利用して、粘着剤層シート１
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１１に替えて粘着剤層シート１１８を利用したこと以外は実施例１と同様にして、厚さ８
００μｍの粘弾性体層Ｂ１の両面に厚さ１４４μｍの粘着剤層Ａ８が保持された積層両面
粘着シート（参考例８のシート）を得た。
【０１８３】
〔実施例９〕
　実施例１と同様にして、粘着剤層形成用組成物１０１を利用して粘着剤層Ａ１を含む粘
着剤層シート１１１を作製した。
【０１８４】
（シロップＩＩＩの調製）
　２ＥＨＡ９０質量部およびＡＡ１０質量部からなるモノマー混合物を用いた点以外はシ
ロップＩＩと同様にして、該モノマー混合物の一部が重合したシロップＩＩＩ（２ＥＨＡ
／ＡＡ＝９０／１０）を調製した。
【０１８５】
（粘弾性体層形成用組成物２０２の調製）
　１００質量部のシロップＩＩＩに対し、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（Ｈ
ＤＤＡ）０．０８質量部と、中空ガラスバルーン「フジバルーン　Ｈ－４０」質量１２．
５質量部を添加して、脱泡処理した。脱泡処理後、フッ素系界面活性剤（商品名「サーフ
ロンＳ－３９３」、ＡＧＣセイミケミカル株式会社製；側鎖にポリオキシエチレン基およ
びフッ素化炭化水素基を有するアクリル系共重合体；Ｍｗ８３００）０．７質量部を添加
して、粘弾性体層形成用組成物前駆体を得た。
【０１８６】
　この粘弾性体層形成用組成物前駆体を、中央部に貫通孔を持った円盤上に細かい歯が多
数ついたステータと、このステータと対向しており円盤上にステータと同様の細かい歯が
ついているローターと、を備えた気泡混合装置を用いて、装置の貫通孔から導入された窒
素ガスとともに攪拌することにより、気泡が分散混合された粘弾性体層形成用組成物２０
２を得た。なお、気泡は、この気泡含有粘弾性体層形成用組成物２０２の全体積に対して
約２０体積％となるように混合した。
【０１８７】
（粘弾性体層シート２１２の作製）
　粘着剤層シート１１１の作製に使用したものと同様の剥離ライナーを２枚用意した。上
記の気泡を含有する粘弾性体層形成用組成物２０２を１００質量部に対して「イルガキュ
ア６５１」０．０４質量部を追加し、さらに酸化防止剤（ＢＡＳＦ社製、商品名「イルガ
ノックス１０１０」）０．５質量部および顔料（大日精化社製、商品名「ＡＴ　ＤＮ１０
１ブラック」）０．０２質量部を添加して混合した。これを粘弾性体層シート２１１と同
様に紫外線照射により硬化させて、２枚の剥離ライナー間に厚さ８００μｍの粘弾性体層
Ｂ２が担持された、粘弾性体層シート２１２を形成した。この粘弾性体層Ｂ２は、中空粒
子および気泡を含む粘弾性体層であり、粘着性を有する粘着層である。
【０１８８】
（積層両面粘着シート３０９の作製）
　粘弾性体層シート２１２の片面の剥離ライナーを剥がし、そこに粘着剤層シート１１１
片面の剥離シートを剥がした粘着剤層Ａ１を、ラミネータ（２００ｍｍ／ｍｉｎ、０．２
ＭＰａ）を用いて貼り合わせた。さらに、粘弾性体層シート２１２のもう一方の面の剥離
ライナーを剥がし、そこに別の粘着剤層シート１１１の片面の剥離シートを剥がした粘着
剤層Ａ１を同様にして貼り合わせた。これにより、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両
面に厚さ２００μｍの粘着剤層Ａ１を有し、その表裏両面に剥離ライナーを備えた積層両
面粘着シート３０９（剥離ライナー／粘着剤層Ａ１／粘弾性体層Ｂ２／粘着剤層Ａ１／剥
離ライナーの積層構造を有する積層両面粘着シート）を得た。この積層両面粘着シート３
０９を、実施例９のシートとする。
【０１８９】
〔実施例１０〕
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　実施例２と同様に、粘着剤層形成用組成物１０２を利用して、粘着剤層Ａ２を含む粘着
剤層シート１１２を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１２を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ２０７μｍの粘着剤
層Ａ２が保持された積層両面粘着シート（実施例１０のシート）を得た。
【０１９０】
〔実施例１１〕
　実施例３と同様に、粘着剤層形成用組成物１０３を利用して、粘着剤層Ａ３を含む粘着
剤層シート１１３を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１３を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ２１２μｍの粘着剤
層Ａ３が保持された積層両面粘着シート（実施例１１のシート）を得た。
【０１９１】
〔実施例１２〕
　実施例４と同様に、粘着剤層形成用組成物１０４を利用して、粘着剤層Ａ４を含む粘着
剤層シート１１４を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１４を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ２０７μｍの粘着剤
層Ａ４が保持された積層両面粘着シート（実施例１２のシート）を得た。
【０１９２】
〔実施例１３〕
　実施例５と同様に、粘着剤層形成用組成物１０５を利用して、粘着剤層Ａ５を含む粘着
剤層シート１１５を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１５を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ２００μｍの粘着剤
層Ａ５が保持された積層両面粘着シート（実施例１３のシート）を得た。
【０１９３】
〔実施例１４〕
　実施例６と同様に、粘着剤層形成用組成物１０６を利用して、粘着剤層Ａ６を含む粘着
剤層シート１１６を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１６を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ１４５μｍの粘着剤
層Ａ６が保持された積層両面粘着シート（実施例１４のシート）を得た。
【０１９４】
〔参考例１５〕
　参考例７と同様に、粘着剤層形成用組成物１０７を利用して、粘着剤層Ａ７を含む粘着
剤層シート１１７を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１７を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ１４９μｍの粘着剤
層Ａ７が保持された積層両面粘着シート（参考例１５のシート）を得た。
【０１９５】
〔参考例１６〕
　参考例８と同様に、粘着剤層形成用組成物１０８を利用して、粘着剤層Ａ８を含む粘着
剤層シート１１８を作製した。さらに、粘着剤層シート１１１に替えて粘着剤層シート１
１８を利用したこと以外は実施例９と同様にして、粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シー
ト２１２を利用して、厚さ８００μｍの粘弾性体層Ｂ２の両面に厚さ１４４μｍの粘着剤
層Ａ８が保持された積層両面粘着シート（参考例１６のシート）を得た。
【０１９６】
〔比較例１〕
　実施例１の記載にしたがって、粘着剤層形成用組成物１０１を用いて、厚さ２００μｍ
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離ライナー／粘着剤層Ａ１／剥離ライナーの構造を有する両面粘着シート）を、そのまま
比較例１のシートとした。
【０１９７】
〔比較例２〕
　実施例１の記載にしたがって、粘弾性体層形成用組成物２０１を用いて、厚さ８００μ
ｍの粘弾性体層Ｂ１を含む粘弾性体層シート２１１を作製した。この粘弾性体層シート２
１１（剥離ライナー／粘弾性体層Ｂ１／剥離ライナーの構造を有する両面粘着シート）を
、そのまま比較例２のシートとした。
【０１９８】
〔比較例３〕
　実施例９の記載にしたがって、粘弾性体層形成用組成物２０２を用いて、厚さ８００μ
ｍの粘弾性体層Ｂ２を含む粘弾性体層シート２１２を作製した。この粘弾性体層シート２
１２（剥離ライナー／粘弾性体層Ｂ２／剥離ライナーの構造を有する両面粘着シート）を
、そのまま比較例３のシートとした。
【０１９９】
〔９０度剥離強度測定〕
　実施例１～１６、および比較例１～３に係るシートの一方の面から剥離ライナーを剥離
して、アルマイト処理が施された厚さ１３０μｍのアルミニウム箔に貼り付けて裏打ちし
た。この裏打ちされた粘着シートを幅２５ｍｍ、長さ７０ｍｍに切断したものを試験片と
した。
【０２００】
　被着体として、ポリスチレン（ＰＳｔ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、およびアクリロ
ニトリルブタジエンスチレン（ＡＢＳ）樹脂板、ならびにステンレス鋼（ＳＵＳ）板の表
面を、イソプロピルアルコール（ＩＰＡ）で洗浄した。各試験片から剥離ライナーを剥離
して粘着面を被着体板に接触させ、５ｋｇのローラを２往復させて圧着した。圧着後、２
３℃、５０％ＲＨの雰囲気下で２０分間エージングした。エージング後、引張試験機（島
津製作所社製、装置名「テンシロン」）を使用して、２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下、引
張速度３００ｍｍ／分、剥離角度９０度の条件で被着体（ＰＰ板）から試験片を剥離し、
そのときの剥離強度（Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。
【０２０１】
　９０度剥離強度の測定結果は、表１に示した。なお、表には、実施例および比較例のシ
ートの作製に用いた、粘着剤層形成用組成物の主要成分の組成も併せて示した。各表中の
「－」は、該当成分を含まないこと（ゼロ）、又は９０度剥離強度試験を未実施であるこ
とを意味する。また、表中に記載した略語について、以下に示す。
【０２０２】
　２ＥＨＡ：２－エチルヘキシルアクリレート
　ＮＶＰ：Ｎ－ビニル－２－ピロリドン
　ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート
　ＡＡ：アクリル酸
　ＨＤＤＡ：１，６－ヘキサンジオールジアクリレート
　ＰＳｔ：ポリスチレン
　ＳＵＳ：ステンレス鋼
　ＰＣ：ポリカーボネート
　ＡＢＳ：アクリロニトリルブタジエンスチレン
　黒顔料：商品名「ＡＴ　ＤＮ１０１ブラック」
【０２０３】
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【表１】

【０２０４】
　表１に示されるように、粘着剤層Ａ１のみの粘着シート(比較例１）の剥離強度は、３
７．１Ｎ／２５ｍｍ～４５．５Ｎ／２５ｍｍであり、どの被着体に対する剥離強度も４０
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Ｎ／２５ｍｍ前後であった。また、粘弾性体層Ｂ１またはＢ２のみの粘着シート（比較例
２および３）は、ＳＵＳに対しては６０Ｎ／２５ｍｍ以上と高い剥離強度を示したが、Ａ
ＢＳおよびＰＳｔに対する剥離強度は４０Ｎ／２５ｍｍ未満であった。
【０２０５】
　これらに対し、粘弾性体層Ｂ１またはＢ２の両面に粘着剤層Ａ１を備えた本発明の積層
両面粘着シート（実施例１および９）の剥離強度は、どの被着体に対しても、概ね６０Ｎ
／２５ｍｍ以上であり、高い剥離強度を示した。これより、各実施例の積層両面粘着シー
トが、被着体の極性に左右されず、低極性のものを含む広範な被着体に対して、高い粘着
力を発揮できるものであることが確認できた。
【０２０６】
　粘着剤層（Ａ）のみの粘着シートと比べて全体的に剥離強度が向上した理由としては、
一定の厚みと柔軟性を備えた粘弾性体層（Ｂ）とともに被着体に圧着されることにより、
柔らかい粘着剤層（Ａ）が被着体表面の微細な凹凸に適度に食い込んで密着すること、粘
着剤層（Ａ）を粘弾性体層（Ｂ）が背面からサポートすることによって、粘着剤層（Ａ）
が被着体表面に密着した状態が保持されたこと、積層両面粘着シートが一定の厚みと柔軟
性を有する粘弾性体層（Ｂ）を具備することで、剥離力に対して線ではなく面で抵抗し得
るようになったこと、等が考えられる。
【０２０７】
　また、粘弾性体層（Ｂ）のみの粘着シートと比べて、特に低極性の被着体に対する剥離
強度が向上した理由としては、少なくとも水酸基含有モノマーと、複素環含有ビニル系モ
ノマーの両方に由来する構成単位を含むアクリル系ポリマー（ａ）を有する粘着剤層（Ａ
）を積層両面粘着シートの表層に備えることによって、粘着シートと被着体との接触面に
おける極性が適切に調整された結果、広範な被着体に対するなじみ易さ（濡れ性）が向上
したこと等が考えられる。すなわち、極性基を有することによって、極性の高い被着体へ
の濡れ性を良好に保ちつつ、酸性基と塩基性基との両方を兼備させて、粘着剤層（Ａ）内
での極性のバランスが図られた結果、低極性の被着体への濡れ性が改良されたと推察でき
る。
【０２０８】
　次いで、極性が比較的低いＰＳｔ板を被着体とした場合の９０度剥離試験の結果につい
て説明する。粘着剤層（Ａ）または粘弾性体層（Ｂ）の何れか一層のみからなる比較例１
～３の粘着シートのＰＳｔに対する剥離強度は、どれも４０Ｎ／２５ｍｍ未満であった。
これに対し、粘弾性体層（Ｂ）としてＢ１またはＢ２を有し、その両面に粘着剤層Ａ１～
Ａ１８のいずれかを備えた積層両面粘着シート（実施例１～１６の粘着シート）は、すべ
て４０Ｎ／２５ｍｍ以上の剥離強度を示した。実施例１～１６の積層両面粘着シートのＰ
Ｓｔに対する剥離強度は、粘着剤層Ａ１のみの粘着シート（比較例１）と比べて、約１．
１～１．７倍に向上した。また、粘弾性体層Ｂ１またはＢ２のみの粘着シート（比較例２
または３）と比べると、１．８～３．１倍と大幅に向上した。
【０２０９】
　ＰＳｔに対する粘着力は、本発明の積層両面粘着シートの中でも、粘弾性体層としてＢ
２を用いた粘着シートの方が、粘弾性体層Ｂ１を用いた粘着シートよりも、総じて高くな
った。粘弾性体層Ｂ２は、中空粒子に加えて気泡を２０体積％含んでおり、粘弾性体層Ｂ
１よりも柔軟である。このため、粘着剤層（Ａ）が被着体表面の微細な凹凸に沿って密着
できるように、しなやかに変形しつつ粘着剤層（Ａ）をサポートする結果、高い粘着力を
発現できるものと推察される。
【０２１０】
　また、積層両面粘着シートの中でも、粘着剤層形成用組成物にカルボキシル基含有モノ
マー（アクリル酸）を追加添加して、作製した粘着シートは、４５Ｎ／２５ｍｍ以上の高
い剥離強度を示した。
【０２１１】
　特に、アクリル系ポリマー（ａ）中のカルボキシル基含有モノマーに由来する構成単位
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が３．８質量％以上となるように作製した粘着シートは、４７Ｎ／２５ｍｍと一層高い剥
離強度を示した。
【０２１２】
　実施例１～１６の粘着シートは、何れも粘着剤層形成用組成物に多官能性モノマーを追
加添加して作製したものであり、多官能性モノマーの添加量が多いほど、高い剥離強度を
示す傾向にあった。
【０２１３】
　さらに、粘着剤層に黒顔料を添加すると共に、開始剤（Ｉｒｇ６５１）を追加添加した
粘着シートは、これらを加えずに作製した粘着シートと比較して、総じて高い粘着力を示
した。産業的用いられる両面粘着シートでは、遮光性や意匠性を付与するために、着色剤
等を添加することが好ましく行われるため、このような知見は非常に有用といえる。
【符号の説明】
【０２１４】
　３００…積層両面粘着シート（粘着シート）、１０…粘着剤層Ａ、２０…粘弾性体層Ｂ
、１２０…剥離ライナー

【図１】
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